
第Ⅵ章　地域共生社会を目指す地域づくりと社会福祉法人の役割
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地地域域共共生生社社会会のの実実現現ののたためめのの社社会会福福祉祉法法等等のの一一部部をを改改正正すするる法法律律（（令令和和２２年年法法律律第第5522号号））のの概概要要

地域共生社会の実現を図るため、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な福祉サービス提供体制を整備する観点
から、市町村の包括的な支援体制の構築の支援、地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進、医療・介護
のデータ基盤の整備の推進、介護人材確保及び業務効率化の取組の強化、社会福祉連携推進法人制度の創設等の所要の措置を講ずる。

改正の趣旨

令和３年４月１日(ただし、３②及び５は公布の日から２年を超えない範囲の政令で定める日、３③及び４③は公布日)

施行期日

改正の概要
※地域共生社会：子供・高齢者・障害者など全ての人々が地域、暮らし、生きがいを共に創り、高め合うことができる社会（ニッポン一億総活躍プラン（平成28年６月２日閣議決定））

１１．．地地域域住住民民のの複複雑雑化化・・複複合合化化ししたた支支援援ニニーーズズにに対対応応すするる市市町町村村のの包包括括的的なな支支援援体体制制のの構構築築のの支支援援 【社会福祉法、介護保険法】
市町村において、既存の相談支援等の取組を活かしつつ、地域住民の抱える課題の解決のための包括的な支援体制の整備を行う、新たな事業

及びその財政支援等の規定を創設するとともに、関係法律の規定の整備を行う。

２２．．地地域域のの特特性性にに応応じじたた認認知知症症施施策策やや介介護護ササーービビスス提提供供体体制制のの整整備備等等のの推推進進 【介護保険法、老人福祉法】
① 認知症施策の地域社会における総合的な推進に向けた国及び地方公共団体の努力義務を規定する。
② 市町村の地域支援事業における関連データの活用の努力義務を規定する。
③ 介護保険事業（支援）計画の作成にあたり、当該市町村の人口構造の変化の見通しの勘案、高齢者向け住まい（有料老人ホーム・サービス付き
高齢者向け住宅）の設置状況の記載事項への追加、有料老人ホームの設置状況に係る都道府県・市町村間の情報連携の強化を行う。

３３．．医医療療・・介介護護ののデデーータタ基基盤盤のの整整備備のの推推進進 【介護保険法、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律】
① 介護保険レセプト等情報・要介護認定情報に加え、厚生労働大臣は、高齢者の状態や提供される介護サービスの内容の情報、地域支援事業の
情報の提供を求めることができると規定する。
② 医療保険レセプト情報等のデータベース（NDB）や介護保険レセプト情報等のデータベース（介護DB）等の医療・介護情報の連結精度向上のため、
社会保険診療報酬支払基金等が被保険者番号の履歴を活用し、正確な連結に必要な情報を安全性を担保しつつ提供することができることとする。
③ 社会保険診療報酬支払基金の医療機関等情報化補助業務に、当分の間、医療機関等が行うオンライン資格確認の実施に必要な物品の調達・
提供の業務を追加する。

４４．．介介護護人人材材確確保保及及びび業業務務効効率率化化のの取取組組のの強強化化 【介護保険法、老人福祉法、社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律】
① 介護保険事業（支援）計画の記載事項として、介護人材確保及び業務効率化の取組を追加する。
② 有料老人ホームの設置等に係る届出事項の簡素化を図るための見直しを行う。
③ 介護福祉士養成施設卒業者への国家試験義務付けに係る現行５年間の経過措置を、さらに５年間延長する。

５５．．社社会会福福祉祉連連携携推推進進法法人人制制度度のの創創設設 【社会福祉法】
社会福祉事業に取り組む社会福祉法人やNPO法人等を社員として、相互の業務連携を推進する社会福祉連携推進法人制度を創設する。
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○ 平成29年（2017年）の通常国会で成立した改正社会福祉法（地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一
部を改正する法律による改正）により、社会福祉法に地域福祉推進の理念を規定するとともに、この理念の実現のために市町
村が包括的な支援体制づくり（※）に努める旨を規定。
（※）包括的な支援体制づくりの具体的な内容
・地域住民の地域福祉活動への参加を促進するための環境整備
・住民に身近な圏域において、分野を超えて地域生活課題について総合的に相談に応じ、情報の提供や助言等を行う体制の整備
・支援関係機関が連携し、地域生活課題の解決に資する支援を一体的に行う体制の整備

○ 同改正法の附則において、法律の公布後３年（令和２年）を目途として、市町村による包括的な支援体制を全国的に整
備するための方策について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずる旨を規定。

○ あわせて、包括的な支援体制づくりの具体的な内容をメニューとするモデル事業を平成28年度から実施しており、令和元年度は
208自治体が事業を実施している。

○ 平成29年の改正社会福祉法附則の規定やモデル事業の実施状況を踏まえ、包括的な支援体制の全国的な整備のための具
体的な方策を検討するため、厚生労働省に「地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働の推進に関する検討会
（地域共生社会推進検討会）」を令和元年５月に設置。

○ 地域共生社会推進検討会は、令和元年12月に最終とりまとめを公表。
＜最終とりまとめで示された方向性＞
○ 本人・世帯が有する複合的な課題（※）を包括的に受け止め、継続的な伴走支援を行いつつ、適切に支援していくため、
市町村による包括的な支援体制において以下の３つの支援を一体的に行う。
Ⅰ 断らない相談支援 Ⅱ 参加支援 Ⅲ 地域づくりに向けた支援
（※）一つの世帯において複数の課題が存在している状態（8050世帯や、介護と育児のダブルケアなど）

世帯全体が地域から孤立している状態（ごみ屋敷など） 等

地域共生社会推進検討会における検討

平成29年社会福祉法改正

地域共生社会の実現に向けた取組の検討経緯
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平成２７年９月 「「新新たたなな時時代代にに対対応応ししたた福福祉祉のの提提供供ビビジジョョンン」」（（「「新新たたなな福福祉祉ササーービビススののシシスステテムム等等ののあありり方方検検討討PT」」報報告告））

多機関の協働による包括的支援体制構築事業（平成２８年度予算）

平成２８年６月 「「ニニッッポポンン一一億億総総活活躍躍ププラランン」」（（閣閣議議決決定定））にに地地域域共共生生社社会会のの実実現現がが盛盛りり込込ままれれるる

７月 「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部の設置

１０月 地域力強化検討会（地域における住民主体の課題解決力強化・相談支援体制の在り方に関する検討会）の設置

１２月 地域力強化検討会 中間とりまとめ

「我が事・丸ごと」の地域づくりの強化に向けたモデル事業（平成２９年度予算）

平成２９年２月 社社会会福福祉祉法法改改正正案案（（地地域域包包括括ケケアアシシスステテムムのの強強化化ののたためめのの介介護護保保険険法法等等のの一一部部をを改改正正すするる法法律律案案））をを提提出出

「「「「地地域域共共生生社社会会」」のの実実現現にに向向けけてて（（当当面面のの改改革革工工程程））」」をを「「我我がが事事・・丸丸ごごとと」」地地域域共共生生社社会会実実現現本本部部でで決決定定

５月 社会福祉法改正案の可決・成立 → ６月 改正社会福祉法の公布
※ 改正法の附則において、「公布後３年を目処として、市町村における包括的な支援体制を全国的に整備するための方策について検討を加え、
必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。」と規定。

９月

１２月

地域力強化検討会 最終とりまとめ

「社会福祉法に基づく市町村における包括的な支援体制の整備に関する指針」の策定・公表及び関連通知の発
出

平成３０年４月 改改正正社社会会福福祉祉法法のの施施行行

令和元年５月 地地域域共共生生社社会会推推進進検検討討会会（（地地域域共共生生社社会会にに向向けけたた包包括括的的支支援援とと多多様様なな参参加加・・協協働働のの推推進進にに関関すするる検検討討会会））設設置置

７月 地地域域共共生生社社会会推推進進検検討討会会 中中間間ととりりままととめめ

１２月 地地域域共共生生社社会会推推進進検検討討会会 最最終終ととりりままととめめ

令和２年３月

６月

社社会会福福祉祉法法等等改改正正法法案案（（地地域域共共生生社社会会のの実実現現ののたためめのの社社会会福福祉祉法法等等のの一一部部をを改改正正すするる法法律律案案））をを提提出出

改改正正社社会会福福祉祉法法のの可可決決・・成成立立

※市町村における包括的な支援体制の構築に関する改正規定は令和３年４月施行

「地域共生社会」の実現に向けた地域づくりに関するこれまでの経緯
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◆一方、地域の実践では、多様なつながりや参加の機会
の創出により、「第４の縁」が生まれている例がみられる

日本社会や国民生活の変化（前提の共有）

○ 人口減少が本格化し、あらゆる分野で地域社会の担い手
が減少しており、例えば、近年大規模な災害が多発する中で
災害時の支援ニーズへの対応においても課題となるなど、
地域社会の持続そのものへの懸念が生まれている

○ 高齢者、障害者、生活困窮者などは、社会とのつながりや
社会参加の機会に十分恵まれていない

〈共同体機能の脆弱化〉
○ 地域のつながりが弱くなり支え合いの力が低下すると
ともに、未婚化が進行するなど家族機能が低下

○ 経済情勢の変化やグローバル化により、いわゆる日本
型雇用慣行が大きく変化
血縁、地縁、社縁という、日本の社会保障制度の基

礎となってきた「共同体」の機能の脆弱化

⇒制度・分野ごとの「縦割り」や「支える側」「支えられる側」という従来の関係を超えて、地域や一人ひとりの
人生の多様性を前提とし、人と人、人と社会がつながり支え合う取組が生まれやすいような環境を整える
新たなアプローチが求められている。

○ 人口減少が本格化し、あらゆる分野で地域社会の担い手
が減少しており、例えば、近年大規模な災害が多発する中で
災害時の支援ニーズへの対応においても課題となるなど、
地域社会の持続そのものへの懸念が生まれている

○ 高齢者、障害者、生活困窮者などは、社会とのつながりや
社会参加の機会に十分恵まれていない

◆一方、地域の実践では、福祉の領域を超えて、農業や産
業、住民自治などの様々な資源とつながることで、多様な社
会参加と地域社会の持続の両方を目指す試みがみられる

○ 日本の社会保障は、人生において典型的と考えられるリスクや課題を想定し、その解決を目的として、それぞれ現金給付や福
祉サービス等を含む現物給付を行うという基本的なアプローチの下で、公的な保障の量的な拡大と質的な発展を実現してきた。

○ これにより、生活保障やセーフティネットの機能は大きく進展し、社会福祉の分野では、生活保護、高齢者介護、障害福祉、児
童福祉など、属性別や対象者のリスク別の制度が発展し、専門的支援が提供されるようになった。

○ その一方で、個人や世帯が抱える生きづらさやリスクが複雑化・多様化（社会的孤立、ダブルケア・いわゆる8050）している。こ
れらの課題は、誰にでも起こりうる社会的なリスクと言えるが、個別性が極めて高く、対象者別の各制度の下での支援の実践に
おいて対応に苦慮している。

らゆる分野で○ 人口減少が本格化し、あらゆる分野で○ 人口減少が本格化し、あらゆる分野で

＜人口減による担い手の不足＞

日本の福祉制度の変遷と現在の状況

4

すべての人の生活の基盤としての地域

すべての社会・経済活動の基盤としての地域

交通産業農林 環境

すべての社会・経済活動の基盤としての地域

支え・支えられる関係の循環
～誰もが役割と生きがいを持つ社会の醸成～

◇社会経済の担い手輩出
◇地域資源の有効活用、
雇用創出等による経済
価値の創出

地域における人と資源の循環
～地域社会の持続的発展の実現～

～誰もが役割と生きがいを持つ社会の醸成～

◆制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主
体が『我が事』として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて『丸ごと』つながることで、住
民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会

◇居場所づくり
◇社会とのつながり
◇多様性を尊重し包摂
する地域文化

～誰もが役割と生きがいを持つ社会の醸成～ ◇生きがいづくり
◇安心感ある暮らし
◇健康づくり、介護予防
◇ワークライフバランス

◇就労や社会参加の場
や機会の提供

◇多様な主体による、
暮らしへの支援への参画

地域共生社会とは

3

１．重層的支援体制整備事業とは？

2

＜目次＞

１．重層的支援体制整備事業とは？

２．重層的支援体制整備事業における社会福祉法人の
役割

３．社会福祉連携推進法人制度における重層的支援体
制整備事業の拡充の可能性

1

重層的支援体制における支援と
社会福祉法人に期待する役割

ｰ社会福祉連携推進法人制度の活用を通じてｰ

令和３年８月26日

厚生労働省 社会・援護局 福祉基盤課長

宇野 禎晃
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重層的支援体制事業実施計画の策定（法106条の５）

 「重層的支援体制整備事業」については、既存の介護、

障害、子ども、生活困窮の相談支援等の取組を活かしつ

つ、地域住民の複雑・複合化した支援ニーズに対応する

包括的な支援体制を構築するため、相談支援、参加支

援、地域づくりに向けた支援を一体的に実施するもの。

 市町村は、本事業を適切かつ効果的に実施するため、

「重層的支援体制整備事業実施計画」を策定するよう努

めることとしている。（法第百六条の五）

 この事業を実施する意義の一つは、包括的な支援体制

の具体的な構築方針について、地域住民や関係機関等

と議論を行い、考え方等を共有するプロセス自体にある。

したがって、事業実施に向けた検討を行う際には、地域

における関係機関等との間で、地域（住民）が抱えてい

る課題を踏まえて、事業実施の理念や目指すべき方向

性について認識の共有を図ることが重要である。

 このように地域の支援関係者等が認識を共有し、緊密な

連携体制を構築するためのプロセス・手段として、「重層

的支援体制整備事業実施計画」の策定・見直しを行う。

事業実施計画策定
（目標設定）

計画に基づいた

事業実施

実施結果の評価・

検証

実施結果踏まえた

計画見直し

住民や関係機関等と
理念や認識の共有

予算・
体制整備

意見交換 計画公表・周知

ＰＤＣＡサイクルに基づく事業実施事業実施計画策定の目的・意義

① 関係機関の共通認識を基にした事業実施計画の策定

② 計画に基づいた事業実施

③ 事業実施結果の評価・検証

④ 実施結果等踏まえた計画見直し
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支援会議と重層的支援会議の違いについて

 支援会議は、会議の構成員に対する守秘義務を設け、構成員同士が安心して潜在的な課題
を抱える人に関する情報の共有等を行うことを可能とすることにより、地域において関係機関
等がそれぞれ把握していながらも支援が届いていない個々の事案の情報の共有や地域にお
ける必要な支援体制の検討を円滑にするものである。

 支援会議の構成員の役割は、次のとおり。
・ 気になる事案の情報提供・情報共有
・ 見守りと支援方針の理解
・ 緊急性がある事案への対応

 支援会議は、支援する側の事務を円滑に行うために開催するものではない。あくまで潜在的な
相談者に支援を届けるために行うものであり、とりわけ、自ら支援を求めることが困難な人や
支援が必要な状況にあるにも関わらず支援ができていない人へ支援を行うために開催するも
のである。

支援会議は、会議の構成員に対する守秘義務を設け 支援会議は、会議の構成員に対する守秘義務を設け支援会議は、会議の構成員に対する守秘義務を設け

支援会議（第106条の６）

重層的支援会議
 重層的支援会議は、重層的支援体制整備事業の中で規定される会議であり、関係機関との
情報共有にかかる本人同意を得たケースに関して、当該ケースのプランを共有したり、プラン
の適切性を協議するところである。

 具体的には、主に次の４つの役割を果たすものである。

・ プランの適切性の協議
・ 支援提供者によるプランの共有
・ プラン終結時等の評価
・ 社会資源の充足状況の把握と開発にむけた検討
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支援会議（法106条の６）の実施について

支援会議の構成員支援会議の目的

 本人の同意が得られないために、支援関係機関等の
情報共有や役割分担が進まない事案、予防的・早期
の支援が必要にも関わらず体制整備が進まない事案
などに対して、必要な支援体制に関する検討を行う
ため、会議の構成員に守秘義務が課される支援会議
を設置する。

支援会議の内容

 構成員同士が潜在的な課題を抱える人に関する情報
の共有等を行うことを可能とし、支援関係機関がそ
れぞれ把握していながら支援が届いていない事例の
情報共有や、必要な支援体制の検討を行う。

 支援会議の構成員の役割は次のとおり。
• 気になる事例の情報提供・情報共有
• 見守りと支援方針の理解
• 緊急性がある事案への対応 等

 支援会議の構成員は次に掲げる者などが想定される。
• 自治体職員（福祉、就労、税務、住宅、教育等）
• 重層的支援体制整備事業の支援機関の支援員
• その他の支援関係機関の相談支援員
• サービス提供事業者
• 就労、教育、住宅その他の関係機関の職員
• 社会福祉協議会、民生・児童委員、地域住民など
※ 公的サービスの提供機関、介護や医療サービス提供事業者、ガ
ス・電気等の供給事業者、新聞配達所、郵便局など、住民の変化に
気づくことができると考えられる機関も構成員とすることも重要

 情報共有を行う対象者ごとにその関係者の範囲が異なるこ
とから、案件や開催時期等によって支援会議の構成員を変
えることも可能

※ 「支援会議の実施に関するガイドラインの策定について」（令和3年3月29日社援地0329第2号厚生労働省社会・援護局地域福祉課長通知）を参照 13

重層的支援会議の開催方法等

重層的支援会議の開催方法

• 重層的支援会議は、多機関協働事業者が主催する。
（多機関協働事業を民間団体に委託している場合、市町村は

支援関係機関の招集等を円滑に行うために必要な協力を行う。）

• 重層的支援会議は、会議の役割、検討件数や事例の内容に
応じて、定期開催、随時開催、それらを併用した開催が考
えられる。

• 生活困窮者自立支援制度の支援調整会議、介護保険法に基
づく地域ケア会議、障害者総合支援法に基づく自立支援協
議会など既存の会議体と組み合わせるなど、効果的・効率
的に実施する。

重層的支援会議の参加者
• 多機関協働事業者
• 市町村職員
• 包括的相談支援事業者
• アウトリーチ等継続支援事業事業者
• 参加支援事業者
• その他、事例の内容に応じて、関係する支援機関
（生活保護の実施機関、就労等の支援機関、学校や教育委員会など）

※ 重層的支援会議への参加が本人にとって有益な場合には、本人
の参加も考えられる。

会議開催のタイミング・内容

重層的支援会議は、以下のタイミングでは必ず開催する。
このほか、支援の進捗状況の把握やモニタリングのタイミ

ングなど、支援を円滑に進めるために必要な場合に適切に開
催する。

プラン策定時
・アセスメント結果に基づく本人の目標、支援方針、プラ
ン内容

・各支援関係機関の役割分担
・モニタリングの時期の検討 等

再プラン策定時
・本人の状況変化の確認、評価
・現プラン評価
・再プランの内容の確認

支援終結の判断時
・本人の目標達成状況の確認、評価
・支援終結の評価、フォローアップの必要性やその方法の
確認

支援中断の決定時
・本人との連絡が完全に取れなくなった場合等における支
援の中断
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個々のニーズに対応する社会資源が不足していることを
把握した場合には、地域の課題として位置づけ、社会資源
の開発に向けた取り組みを検討する。

※ 重層的支援会議の中で十分な検討が困難な場合も考えられる
ため、重層的支援会議においては、課題の整理や認識の共有にと
どめ、社会資源の開発は別に協議の場を設けることも考えられる。

重層的支援会議について

地域包括
センター

多機関
協働

障害者
相談事業

利用者
支援事業

生活困窮
相談事業

その他の
関係機関

本人の同意に基づく情報共有

構成機関外の

関係機関等

個別ケースに応じ関
係する機関等に参

画を要請

支援関係機関への
情報提供

支援関係機関から
の情報収集

プランの
協議

本人同意の範囲で
情報のやりとり

プランの
共有等

プランの
共有等

重層的
支援会議

重層的支援会議重層的支援会議は、重層的支援体制整備事業による支援が
適切かつ円滑に実施されるために開催するものであり、次の
３つの役割を果たす。

重層的支援会議の目的・役割

プランの適切性の協議

多機関協働事業が作成したプラン終結時（参加支援事業、
アウトリーチ等継続支援事業が作成したプランも含む）に
おいて、支援の経過と成果を評価し、支援関係機関の支援
を終結するかどうか検討する。

プラン終結時の評価

多機関協働事業が作成したプラン（参加支援事業、アウ
トリーチ等継続支援事業が作成したプランも含む）につい
て、市町村・支援関係機関が参加して、合議のもとで適切
性を判断する。

社会資源の把握と開発に向けた検討

【個人情報の取扱】
重層的支援会議においては、相談者本人に対する具体的な支

援の提供方法等について協議するものであることから、協議の
対象となるケースについては、個人情報について関係機関との
共有を図ることについて本人同意を得ることとする。 11

重層的支援体制整備事業について（イメージ）

○ 相談者の属性、世代、相談内容に関わらず、包括的相談支援事業において包括的に相談を受け止める。受け止めた相談のうち、複雑化・複合化した事例
については多機関協働事業につなぎ、課題の解きほぐしや関係機関間の役割分担を図り、各支援機関が円滑な連携のもとで支援できるようにする。

○ なお、長期にわたりひきこもりの状態にある人など、自ら支援につながることが難しい人の場合には、アウトリーチ等を通じた継続的支援事業により本
人との関係性の構築に向けて支援をする。

○ 相談者の中で、社会との関係性が希薄化しており、参加に向けた支援が必要な人には参加支援事業を利用し、本人のニーズと地域資源の間を調整する。
○ このほか、地域づくり事業を通じて住民同士のケア・支え合う関係性を育むほか、他事業と相まって地域における社会的孤立の発生・深刻化の防止をめ

ざす。
○ 以上の各事業が相互に重なり合いながら、市町村全体の体制として本人に寄り添い、伴走する支援体制を構築していく。

じえん

若年者
支援

教育

保健・医療

就労支援

消費者相談

場や居場所の機能

日常の暮らしの中での支え合い

コミュニティ
（サークル活動等）（サークル活動等）（サークル活動等）

居場所をはじめとする多様な
場づくり

多分野協働の
プラットフォーム

農業
観光

まちづくり
環境

居住支援

地域住民

居場所

地方創生

多文化
共生

相談支援機関B

相談支援機関C

相談支援機関A

重層的支援体制整備事業（全体）

世代や属性を超えた相談を
受け止め、必要な機関につな
ぐ

包括的相談支援事業

継続的な伴走による
支援

アウトリーチ等を通じ
た継続的支援事業

つながりや参加の支援。
狭間のニーズにも対応す
る参加支援を強化

参加支援事業

地域づくりをコーディ
ネート

地域づくり事業

中核の機能を担い、
相談支援関係者へ
連携・つなぎ

多機関協働事業新

新

新

重層的支援会議

調整 調整
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機能 既存制度の対象事業等

第１号

イ

相談支援

【介護】地域包括支援センターの運営
ロ 【障害】障害者相談支援事業
ハ 【子ども】利用者支援事業

ニ 【困窮】自立相談支援事業

第２号
参加支援
社会とのつながりを回復するため、既存の取組で
は対応できない狭間のニーズについて、就労支援
や見守り等居住支援などを提供

第３号

イ

地域づくりに向けた支援

【介護】一般介護予防事業のうち厚生労働大臣が定める
もの（地域介護予防活動支援事業）

ロ 【介護】生活支援体制整備事業

ハ 【障害】地域活動支援センター事業
ニ 【子ども】地域子育て支援拠点事業

第４号 アウトリーチ等を通じた継続的支援
訪問等により継続的に繋がり続ける機能

第５号 多機関協働
世帯を取り巻く支援関係者全体を調整する機能

第６号 支援プランの作成（※）

重層的支援体制整備事業について（社会福祉法第106条の４第２項）
○重層的支援体制整備事業の内容については、以下の通り規定。
①新事業の３つの支援について、第１号から第３号までに規定。
②３つの支援を支えるものとして、アウトリーチ等を通じた継続的支援、多機関協働、支援プランの作成
を４号から第６号に規定。

新

新

（注）生活困窮者の共助の基盤づくり事業は、第３号柱書に含まれる。
（※）支援プランの作成は、多機関協働と一体的に実施。

新

新

9

○地域住民が抱える課題が複雑化・複合化（※）する中、従来の支援体制では課題がある。
▼属性別の支援体制では、複合課題や狭間のニーズへの対応が困難。
▼属性を超えた相談窓口の設置等の動きがあるが、各制度の国庫補助金等の目的外流用を避けるための経費按分に係る事務負担が大きい。

○このため、属性を問わない包括的な支援体制の構築を、市町村が、創意工夫をもって円滑に実施できる仕組みとすることが必要。

１．地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の重層的な支援体制の構築の支援

※Ⅰ～Ⅲの３つの支援を一体的に取り組むことで、相互作用が生じ支援の効果が高まる。
（ア）狭間のニーズにも対応し、相談者が適切な支援につながりやすくなることで、相談支援が効果的に機能する
（イ）地域づくりが進み、地域で人と人とのつながりができることで、課題を抱える住民に対する気づきが生まれ、相談支援へ早期につながる
（ウ）災害時の円滑な対応にもつながる

○市町村において、既存の相談支援等の取組を活かしつつ、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を構築す
るため、Ⅰ相談支援、Ⅱ参加支援、Ⅲ地域づくりに向けた支援を一体的に実施する事業を創設する。

○新たな事業は実施を希望する市町村の手あげに基づく任意事業。ただし、事業実施の際には、Ⅰ～Ⅲの支援は必須
○新たな事業を実施する市町村に対して、相談・地域づくり関連事業に係る補助等について一体的に執行できるよう、交付金を交付する。

社会福祉法に基づく新たな事業（「重層的支援体制整備事業」）の創設

（※）一つの世帯に複数の課題が存在している状態（8050世帯や、介護と
育児のダブルケアなど）、世帯全体が孤立している状態（ごみ屋敷など）

○ 各支援機関・拠点が、属性を超えた支援
を円滑に行うことを可能とするため、国の
財政支援に関し、高齢、障害、子ども、生
活困窮の各制度の関連事業について、一体
的な執行を行う。
現行の仕組み

高齢分野の
相談・地域づくり

障害分野の
相談・地域づくり

子ども分野の
相談・地域づくり

生活困窮分野の
相談・地域づくり

重層的支援体制

属性・世代を
問わない

相談・地域づ
くりの実施体

制

相談支援・地域づくり事業の一体的実施
新たな事業の全体像

（参考）モデル事業実施自治体数 H28年度:26  H29年度:85   H30年度:151  R元年度:208

⇒新たな参加の場が生ま
れ、地域の活動が活性化

住民同士の顔の見える関係性の育成支援住民同士の顔の見える関係性の育成支援住民同士の顔の見える関係性の育成支援住民同士の顔の見える関係性の育成支援

Ⅲ 地域づくりに向けた支援

・世代や属性を超えて交流できる場や居場所の確保
・多分野のプラットフォーム形成など、交流・参加・学びの機会のコーディネート

ⅠⅠ～～～ⅢⅢⅢを通じ、ⅠⅠ ⅢⅢⅢをを通じ、通じ、
・継続的な伴走支援

住民同士の顔の見える関係性の育成支援

・継続的な伴走支援・継続的な伴走支援
・多機関協働による・多機関協働に・多機関協働に・多機関協働に・多機関協働に
支援を実施実施実施

包括的な
相談支援の体制
包括的な

Ⅰ 相談支援

・属性や世代を問わない相談の受け止め
・多機関の協働をコーディネート
・アウトリーチも実施

就労支援

Ⅱ 参加支援

・既存の取組で対応できる場合は、既存の取組を活用
・既存の取組では対応できない狭間のニーズにも対応
（既存の地域資源の活用方法の拡充）

生活困窮者の就労体験に、経済的な困窮状態にな
いひきこもり状態の者を受け入れる 等

見守り等居住支援（狭間のニーズへ
の対応の具体例）

8
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重層的支援体制整備事業における社会福祉法人に期待される役割について

○ 社会福祉法人においては、これまで培ってきた福祉サービスに関する専門性やノウハウ、地域の関係者とのネットワーク等を活かし
ながら、社会福祉事業の実施や「地域における公益的な取組」の実践等を通じて、地域において主体的な役割を果たしていくことが期
待されている。

○ 重層的支援体制整備事業では、
・ 各事業につき、市町村からの委託を受け、本人や世帯の属性を問わない支援等を実施することや、

・ 委託を受けない場合であっても、同事業を実施する機関をはじめとする他の支援関係機関との連携、「地域における公益的な取組」
の実施による参加支援の場の提供、地域の福祉ニーズを踏まえた新たな社会資源を創出すること等が期待される。

世代や属性を超えた相談を受け止め、
必要な機関につなぐ

包括的相談支援事業

継続的な伴走による支援

アウトリーチ等を通じた継続的支援事業

つながりや参加の支援。狭間のニー
ズにも対応する参加支援を強化

参加支援事業
地域づくりをコーディネート

地域づくり事業

中核の機能を担い、相談支援関係者へ
連携・つなぎ

多機関協働事業新

新

新

23

重層的支援体制整備事業の各事業について市町村から委託を受ける場合
･･･専門性やノウハウ等を活かし、以下の留意点や地域の社会資源の状況・法人の事業内容等も勘案し、受託先となる役割
○地域におけるネットワークを活用し、他の事業や他制度、民間企業等における取組みとの連携を確保し、実施体制の検討を進めること
○重層的支援会議・支援会議に積極的に参加し、支援関係機関間の連携を図ること
○重層的支援事業実施計画の議論の場へ積極的に参加し、体制構築への主体的に取組むこと

例例）） 法法人人連連絡絡協協議議会会のの取取りり組組みみにに参参画画しし、、｢｢福福祉祉ななんん
ででもも相相談談｣｣のの窓窓口口をを経経営営すするる各各施施設設にに設設置置すするる。。まま
たた、、各各施施設設ででのの相相談談をを関関係係機機関関とと共共有有すするるネネッットト
ワワーークク会会議議をを構構築築すするる 等等

例例）） 介介護護、、障障ががいい、、ここどどもも・・子子育育てて、、生生活活困困窮窮者者のの
全全ててがが利利用用ででききるる寄寄りり合合いいのの場場（（ふふららっっととカカフフェェ））
をを運運営営しし、、要要支支援援者者とと地地域域ととののつつななががりりをを形形成成すす
るるととととももにに地地域域ででのの見見守守りり体体制制のの構構築築をを図図るる 等等

例例）） 相相談談支支援援事事業業者者かからら片片麻麻痺痺ののたためめ調調理理師師のの職職場場
をを退退職職ししたた方方のの悩悩みみをを聞聞きき、、「「男男性性のの料料理理教教室室」」のの開開
催催をを提提案案すするるととととももにに、、料料理理教教室室のの講講師師役役をを依依頼頼。。
子子どどもも食食堂堂のの空空きき時時間間をを利利用用ししててススペペーーススをを提提供供すす
るるととととももにに、、当当初初アアシシススタタンントト役役ととししてて活活動動をを支支援援 等等

例例）） 空空きき家家をを改改修修ししてて地地域域のの高高齢齢者者がが集集うう場場所所をを開開設設。。他他のの法法人人・・
ＮＮＰＰＯＯ法法人人もも参参画画ししてて運運営営組組織織をを設設置置。。同同法法人人がが受受託託すするる地地域域包包
括括支支援援セセンンタターーののブブラランンチチととししてて位位置置づづけけるるととととももにに、、住住民民ボボラランン
テティィアアやや地地域域活活動動をを担担うう団団体体のの活活動動拠拠点点ととすするる 等等

２．重層的支援体制整備事業における
社会福祉法人の役割
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令和３年度 重層的支援体制整備事業への移行準備事業 実施自治体
※令和３年６月時点の把握状況

札幌市 栃木市 鎌倉市 名古屋市 奈良市 高知市
釧路市 小山市 藤沢市 豊橋市 桜井市 四万十市
京極町 那須塩原市 小田原市 半田市 宇陀市 本山町
厚真町 さくら市 茅ヶ崎市 豊川市 三郷町 いの町
広尾町 那須烏山市 秦野市 稲沢市 田原本町 中土佐町
平内町 市貝町 村上市 知多市 高取町 黒潮町
今別町 壬生町 関川村 阿久比町 王寺町 福岡市
蓬田村 野木町 富山市 東浦町 吉野町 大牟田市

外ヶ浜町 高根沢町 高岡市 武豊町 大淀町 八女市
鰺ヶ沢町 那珂川町 金沢市 松阪市 川上村 小郡市
西目屋村 太田市 輪島市 桑名市 和歌山県 橋本市 古賀市
藤崎町 館林市 白山市 鈴鹿市 鳥取市 うきは市
大鰐町 上野村 能美市 亀山市 米子市 糸島市

田舎館村 みなかみ町 野々市市 彦根市 倉吉市 岡垣町
板柳町 玉村町 越前市 近江八幡市 八頭町 大刀洗町
盛岡市 さいたま市 美浜町 栗東市 湯梨浜町 佐賀県 佐賀市
岩泉町 狭山市 山梨県 甲州市 甲賀市 琴浦町 長崎市
仙台市 草加市 長野市 野洲市 島根県 出雲市 五島市
涌谷町 日高市 伊那市 高島市 岡山市 佐々町
能代市 ふじみ野市 駒ヶ根市 東近江市 総社市 熊本市
湯沢市 川島町 飯山市 竜王町 美作市 山鹿市
鹿角市 木更津市 下諏訪町 亀岡市 西粟倉村 菊池市

由利本荘市 野田市 富士見町 精華町 広島市 合志市
井川町 柏市 原村 堺市 呉市 大津町
大潟村 浦安市 飯綱町 枚方市 竹原市 菊陽町
山形市 中央区 岐阜市 八尾市 尾道市 御船町
天童市 墨田区 大垣市 高石市 大竹市 益城町
福島市 目黒区 関市 阪南市 東広島市 中津市

須賀川市 中野区 恵那市 熊取町 宇部市 竹田市
川俣町 杉並区 美濃加茂市 太子町 山口市 杵築市
楢葉町 豊島区 静岡市 姫路市 長門市 九重町
土浦市 江戸川区 浜松市 明石市 美祢市 都城市
古河市 立川市 熱海市 芦屋市 徳島県 小松島市 延岡市
那珂市 三鷹市 伊豆市 伊丹市 高松市 日向市
東海村 青梅市 函南町 川西市 宇多津町 三股町

調布市 小山町 加東市 琴平町 都農町
小金井市 吉田町 たつの市 伊予市 門川町
小平市 愛南町 美郷町

国分寺市 高千穂町
国立市 鹿屋市
狛江市 中種子町
多摩市 ※233自治体　 宇検村

西東京市 ※令和３年度 国庫補助協議状況を踏まえて整理したもの（令和３年６月現在） 和泊町

茨城県

福島県

山形県

鹿児島県

大分県
山口県

静岡県 兵庫県

宮崎県香川県

愛媛県

広島県

大阪府

東京都

岐阜県

岩手県

埼玉県 長崎県宮城県

長野県
岡山県

秋田県
熊本県千葉県

京都府

石川県 三重県

群馬県

鳥取県

滋賀県

福井県

北海道

栃木県

神奈川県

愛知県 奈良県

高知県

青森県

新潟県

福岡県

富山県
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令和３年度 重層的支援体制整備事業 実施予定自治体

七飯町 伊勢市
妹背牛町 名張市
鷹栖町 鳥羽市
津別町 伊賀市
遠野市 御浜町
矢巾町 長浜市

秋田県 大館市 守山市
川越市 米原市
鳩山町 豊中市
松戸市 大阪狭山市
市原市 和歌山県 和歌山市
世田谷区 鳥取県 北栄町
八王子市 松江市

神奈川県 逗子市 大田市
富山県 氷見市 美郷町
石川県 小松市 広島県 廿日市市
福井県 坂井市 愛媛県 宇和島市
長野県 飯田市 福岡県 久留米市

岡崎市 大分県 津久見市
豊田市
東海市
大府市
長久手市 ※42自治体

東京都

島根県

愛知県

北海道 三重県

岩手県

滋賀県

埼玉県
大阪府

千葉県
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令和２年度予算と、令和３年度予算の比較（イメージ）

モデル事業

重層的支援体制
整備事業への
移行準備事業

重層的支援体制構築
に向けた都道府県
後方支援事業

※1

重層的支援体制
整備事業

（法に基づく事業）

※2

（取組内容）
①地域の様々な相談の受け止め、地域づくり
②多機関の協働による包括的支援体制構築事業
③参加支援
④都道府県事業
⑤包括的支援体制への移行に係る調査事業

（取組内容）※新たな３機能にかかる事業を新規要求
○多機関協働事業（新規要求）
○アウトリーチ等を通じた継続的支援事業（新規要求）
○参加支援事業（新規要求）
○既存事業（既存予算の活用）
・介護、障害、子育て、生活困窮の相談支援
・介護、障害、子育て、生活困窮の地域づくり

※モデル事業①は既存事業や「アウトリーチ等事業」で対応
※モデル事業②は「多機関協働事業」
※モデル事業③は「参加支援事業」で対応

（取組内容）
○多機関の協働による包括的支援体制構築事業
○地域づくり・アウトリーチ等を通じた継続的支援の取組
○参加支援
※重層的支援体制整備事業への移行に向けた準備

（取組内容）
○市町村本庁内連携促進のための支援（市町村の関係部局横断
的な説明会の実施など）

○市町村間の交流・ネットワーク構築支援（情報共有の場づく
り）

○新事業の周知・広報、新事業への移行促進等を目的とした研
修の実施

○包括化支援体制構築のための実態調査
○都道府県域内における法律相談等の専門家の派遣調整 等

令和２年度 令和３年度

○ 令和３年度に重層的支援体制整備事業を新設。モデル事業は令和２年度で廃止。
○ 令和３年度は、新たな３機能（多機関協働、アウトリーチ等を通じた継続的支援、参加支援）に必要な予算を計上。
あわせて、重層的支援体制整備事業に移行するための準備等に必要な予算を計上している。

※

※2

※1

社
会
福
祉
法
改
正

● 法改正により重層的支援体制整備事業を新設。包括的支援体制構築に向け施行的取組を推進してきたモデル事業は令和２年度に廃止。
● 令和３年度は新たに重層的支援体制整備事業への移行促進をするための準備事業等を新設。

1
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◼ 気軽に立ち寄り、ただいることができる場として、コミュニティカフェが多様な人の居場所になる。
◼ 障害者や就労経験のない若者のはたらく（役割のある）場になる。
◼ コミュニティカフェやフリースペースでの活動の担い手としてアクティブシニアが活躍
◼ フリースペースで、子育て広場(事業)と、ボランティア団体による学習支援が同じ場所・時間で行われる

ことにより、小学生と幼児のきょうだいが一緒にいられる場となる。
◼ フリースペースを活動の空き時間に地域の団体、個人へ貸し出すことで、多様な活動を支援
◼ コミュニティカフェへの来訪者と、スペースを利用する老人クラブや子ども会、サークル活動の参加者など、

多様な人、活動主体との出会いが生まれ、学びが促進され地域でのつながりが広がる。

＜コーディネーターによる取り組み＞
◼ コミュニティカフェに来た人や、活動への参加者とのふだんの会話から、課題ややりたいことを発見

し、新たな地域活動の創出につなげる。
◼ コーディネーターが複数配置されることにより、人材育成もしながらチームで活動でき、地域の行事や
集まり（地元自治会・まちづくり協議会や商店街の役員会、民生委員・児童委員協議会(民児協)の
定例会等）にも参加し、地域活動にかかわる主体の拡大や、しくみづくり、場づくりにつなげる。

◼ 地域のボランティア団体や地域住民、福祉施設職員など専門職、地元商店街との地域福祉座談会を
実施し、地域で気になる人や地域生活課題の情報を把握する。

◼ 多様な担い手による地域での活動への参画や実施を支援
→ コミュニティカフェやフリースペースでの学習支援の運営に、まちづくり協議会・民児協が参画

ボランティア団体の活動場所として、福祉施設の地域交流ルームを紹介
地区社協と協働し、商店街の店舗の空き時間を活用して子ども食堂を開催

◼ 新たな事業では、既存事業の財源を一体的に交付することにより、市町村の裁量が高まる。例えば、地域食堂やコミュニティ
カフェなど、世代や属性を限定しない場や居場所を常設型で設置するとともに、当該居場所を拠点として市町村全域で地域づ
くりを応援する活動を行うコーディネーターを複数配置することも可能となる。

地域づくりの事例
新たな事業で実現できること

※ 既に行われている事例を参考に厚生労働省社会・援護局地域福祉課にて作成。

常設型の場での取組み例 ※各自治体が関係者と連携し、地域の実情に応じて組み合わせて取組を行うことを想定

 常設の場として、コミュニティ
カフェと、事業や活動の場にも
使用するフリースペースを設置

 精神保健福祉士1名が専従。
（週5日勤務／地域活動支援セン
ター機能を担う）

 子育て経験のあるスタッフ２名
が週3日勤務

 居場所のスタッフ兼コーディ
ネーターとして２名を配置
（週５日勤務）

 法人事務職員2名がコーディ
ネーターを兼務
（週5日勤務）

場の確保

玄関ホール・受付
コミュニティ
カフェ フリー

スペース

◆間取りイメージ

コーディネーターの配置

常設型の居場所の設置を通じ、各取組ごとに確保していた活動場所が確保しやすくなるとともに、コーディネーターによる
地域支援の取組が強化されることを通じて、既存の地域活動が強化されるとともに、多様な活動が新たに生まれやすくなる。 18

本人（35歳）は、単身赴任。自宅に残っている家族に以下のような
課題があるとのことで、新しい事業の相談窓口を訪れた。
・娘（18歳）は、高校を中退し家出を繰り返している。
・妻（35歳）は障害の疑いがある。娘との関係性が悪化している

支援のきっかけ

➢ 参加支援を担う法人が、地域の施設や関係者に働きかけて、コーディネートしたことにより、個別性の高い多様なニーズに柔軟に応える
ことができた。

➢ 既存の社会資源を最大限に活用した支援を行ったことにより、支援を通じて地域の社会資源を充実していくことにも寄与した。

参加支援の事例

課題の整理

【妻】
障害の疑い

＜本人＞
Cさん(男性)35歳
＜家族構成＞
妻35歳、娘18歳

【娘】高校中退、家
出を繰り返している

【本人】
単身赴任

家族構成

娘
• 高校を中退し、両親との喧
嘩が増え、家出を繰り返して
いる。

妻

• 障害の疑いがあり、仕事を
しても続かず、落ち込んでい
る。

• 娘との関係性が悪化してい
る。

本
人

• 単身赴任中のため、週１回
程度しか帰省できない。

• 娘を強く叱責してしまい、口
を利かなくなっている。

支援の実施

＜娘＞
⚫ 両親との喧嘩が絶えないため、一定の距離をとる必要があることから、娘
の了解の下、多機関協働の中核を担う支援員とも情報共有をしながら、地
域のシェルターの空き状況や入居者の年齢層等を調査。その中で娘が安心
して暮らせそうな民間のシェルターが見つかったため、そのシェルターに
打診し、一時的な受け入れを行ってもらう。

＜妻＞
⚫ 妻は就労意欲が高かったが、その前段階として就労に向けた準備が必要な
状況であったため、妻と相談のうえ制度外で短期間のみ就労準備支援事業
に通うようになる。

⚫ 同時に、参加支援を担う法人は、妻に合った職場を見つけるため、地域の
中小企業を丁寧に回り企業側のニーズも聞きながら企業開拓を行う。その
中で妻を受け入れてくれる企業が見つかり、就職が実現する。

効果

＜課題の概要＞

参加支援を担う法人は、多機関協働の中核を担う支援員と連携を図り、本人の
状態に寄り添いながら以下のとおり地域の施設や関係者に働きかけるなど、
コーディネートを行った。
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娘（14歳）が学校を休みがちとなっていたことから、担任教諭が母（本
人）に連絡。

担任教諭が母（本人）と面談を行ったところ、「娘の素行が乱れ夜に遊
びに出掛けたり、不登校気味であることを心配している。また、夫や息
子のことにも悩んでいる。」とのこと。

話しを聞いた担任教諭は、母（本人）の困りごとが多岐にわたるため、
どこに相談に行ったら良いか分からず新たな事業の連携担当職員に連絡。

支援のきっかけ

➢ 本人に寄り添いながら丁寧に伴走支援をすることにより、世帯全体の複合的な課題を整理することができ、今後の支援の方向
性を具体的に組み立てていけるようになった。

➢ 複合的な課題を整理したことにより、今後は適切に多機関と連携を図り、世帯全体を支援する体制を整えることができるよう
になった。

包括的な相談支援の事例

【娘】
不登校

【息子】
障害の疑い

【夫】
無職、
ギャン
ブル依存

【本人】
＜本人＞
Ｂさん(女性)45歳

＜家族構成＞
夫47歳、息子22歳、
娘14歳

支援内容
＜支援開始＞
◼ 連携担当職員（多機関協働の中核の機能）が本人や娘、息子と時間をかけてアセスメントを行い、家族一
人一人の課題やニーズを明らかにする。

効果

((本本人人)) 家計を支えるためにパートを掛け持ち、夫への不満が募っている。各種滞納があるものの、家計の状況は把握できていない。
((夫夫)) 飲食店を経営していたが、不況のあおりを受けて倒産し目標を失う。昼から飲酒し、パチンコに通う生活が続いている。
((息息子子)) 高校を卒業後、短い期間に何回も転職を繰り返しており自信を失っている。障害の疑いがある。
((娘娘)) 父親の店の倒産を同級生からからかわれ、現在は不登校気味。生活のリズムが乱れ、授業にもついていけない。
((地地域域ととのの関関係係性性)) 夫が無精ひげを生やして昼からお酒を飲んで歩いたり、夫婦喧嘩が絶えないため、近隣の人から疎まれ地域から孤立。

家族構成

＜家族が抱える多様な課題を時間をかけて解きほぐす＞
◼ 初回の面談では、課題が複合的であるため、本人自身混乱していた。その後、連携担当職員が本人の心の揺らぎに寄り添いなが
ら、時間をかけて家族の状況を丁寧にひも解く中で、下記のような多様な課題が明らかになる。

＜多機関との連携による支援＞
◼ 連携担当職員が関係者の総合調整役を担い、学校やハローワーク、自立相談支援機関、地域住民等の関係者が連携を図りなが
ら、家族への個別の支援を行う。

※モデル事業の支援事例を一部参考にして、事例を作成。
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３．社会福祉連携推進法人制度における重層的支
援体制整備事業の拡充の可能性
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１．社会福祉充実計画の有無

令和２年度における社会福祉充実財産の状況について

○ 令和２年度における社会福祉充実計画の策定状況等について、所轄庁を通じて、令和２年10月1日時点で調査（※）した。
・ 社会福祉充実計画を有する法人は、22,,000011法法人人（（社社会会福福祉祉法法人人総総数数のの99..55％％））で前年度より減減少少。。
・ 社会福祉充実計画を有する法人のうち、事業内容が明らかな法人の社会福祉充実財産の総額は44,,113322億億円円で、前年度より441144億億円円のの減減。
※ 回収率は91.6%。新型コロナウイルス感染症の影響による法人職員の出勤抑制等で昨年度調査より回収率は微減。なお、回収率の計算式は次の通り。
（令和３年３月時点有効回答1,833法人）／（社会福祉法人の財務諸表等電子開示システムのデータにおいて充実財産が発生した2,019法人から、社会福祉充実計画策定に係る費用が社会福祉充実財産を上回ることが明らかな場合等により、当該計画の策
定が不要であることが確認できた18法人を除いた2,001法人）＝91.6％

２．社会福祉充実計画の事業内容別事業費・事業数内訳

168

(0.8%)
82

(0.4%)

1833

(8.7%)

2045

(9.8%)
2192

（11.2％）

0
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2500

令和2年度 令和元年度 平成30年度

法
人
数

令和２年度 N = 1,833法人 令和元年度 N = 2,045法人 平成30年度 N = 2,192法人

※ （）内は福祉行政報告例に基づく全国の社会福祉法人数を分母とした割合で、
各年度以下のとおり。
令和２年度→令和２年３月末時点で20,972法人
令和元年度→平成31年３月末時点で20,912法人

※ 平成30年度については、福祉行政報告例に基づく20,838法人を対象に調査を行い、
回答のあった19,652法人を分母としている。

充実残額有り
2,001法人
（9.5％）

充実残額有り
2,127法人
（10.2％）

令和2年度においては、
社会福祉充実計画を有
する法人は、昨年度か
ら125法人減少。

事業内容
事業費 事業数

令和２年度 令和元年度 平成３０年度 令和２年度 令和元年度 平成３０年度

合計
4,132億円
（100.0%）

4,546億円
（100.0%）

4,939億円
（100.0%）

4,186事業
（100.0%）

4,604事業
（100.0%）

4,918事業
（100.0%）

サービス向上のための
既存施設の改築・設備整
備

1,889億円
（45.7%）

1,946億円
（42.8%）

2,528億円
（51,2%）

1,677事業
（40.1%）

2,002事業
（43.5%）

1,977事業
（40.2%）

新規事業の実施
661億円

（16.0%）
835億円
（18.4%）

815億円
（16.5%）

502事業
（12.0%）

540事業
（11.7%）

650事業
（13.2%）

職員給与、一時金の増額
180億円
(4.4%）

308億円
(6.8%）

244億円
（4.9%）

538事業
（12.9%）

546事業
（11.9%）

589事業
（12.0%）

サービス向上のための
新たな人材の雇入れ

133億円
（3.2%）

158億円
（3.5%）

217億円
（4.4%）

371事業
（8.9%）

336事業
（7.3%）

379事業
（7.7%）

既存事業のサービス内容
の充実

100億円
（2.4%）

120億円
（2.6%）

135億円
（2.7%）

348事業
（8.3%）

320事業
（7.0%）

324事業
（6.6%）

既存事業の定員、利用者
の拡充

51億円
（1.2%）

61億円
（1.3%）

72億円
（1.5%）

61事業
（1.5%）

71事業
（1.5%）

82事業
（1.7%）

職員の福利厚生
35億円

（0.9%）
48億円
（1.1%）

67億円
（1.4%）

118事業
（2.8%）

338事業
（7.3%）

435事業
（8.8%）

研修の充実
16億円

（0.4%）
38億円
（0.8%）

49億円
（1.0%）

310事業
（7.4%）

127事業
（2.8%）

138事業
（2.8%）

上記以外の事業
189億円
（4.6%）

248億円
（5.4%）

94億円
（1.9%）

261事業
（6.2%）

324事業
（7.0%）

344事業
（7.0%）

充実計画期間内に使途の
定めがないもの等

874億円
（21.2%）

803億円
（17.7%）

718億円
（14.5%）

－ － －

※ 事業費については、充実財産使用計画額のみを計上。（補助金や充実財産以外からの使用分は計上していない。）

事業内容が
不明の法人

（参考値）
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「骨太の方針2021」における社会福祉充実財産の積極的活用について

○ 「経済財政運営と改革の基本方針2021」（令和３年６月18日閣議決定）においては、社会福祉充実財産の積
極的活用について、以下の内容が盛り込まれたところ。

○ これは、新型コロナウイルス感染症の影響により、失業し、生活困窮に至る方々の増加などを踏まえ、コロナ
禍において社会福祉法人がこうした方々への支援に一層協力をして欲しいという考えが背景。

○ 閣議決定を踏まえ、厚生労働省においては、今後対応を検討。

29

（求職者支援制度等のセーフティネットの強化）
～ 前略 ～
非正規雇用労働者等やフリーランスといった経済・雇用情勢の影響を特に受けやすい方へのセーフティネットについて、生活困窮者
自立支援制度や空き家等を活用した住宅支援の強化を含めその在り方を検討するとともに、被用者保険の更なる適用拡大を着
実に推進する。社会福祉法人の「社会福祉充実財産」を地域公益事業に積極的に振り向ける方策を講ずる。～ 後略 ～

○ 「地域における公益的な取組」の実践に当たっては、地域の福祉ニーズを積極的に把握しつつ、地域の多様な社会資源と連携し、これ
らとの役割分担を図りながら取り組むことが重要であるとともに、自らの取組の実施状況を検証し、職員や地域の関係者の理解を深め
ながら、段階的に発展させていくことが重要。

コロナ禍における食事の提供支援

○ コロナ禍において地域の小さな子どもがいる家庭
や高齢者の負担軽減のため、夕食支援のお弁当を販
売。（東京都内の事例）

【ポイント】
新型コロナウイルス感染拡大に伴い、

元々実施していた地域交流カフェを休業。
代替として、買い物による長時間の外出や
食事づくりの負担軽減を目的として、夕食
支援のお弁当を販売。

複数法人の連携による生活困窮者の自立支援

○ 雇用情勢の悪化による生活困窮者に対し、相談支
援等を実施。（大阪府内の事例）

【ポイント】
複数の法人が拠出する資金を原資とし

て、緊急的な支援が必要な生活困窮者に
対し、CSWによる相談支援と、食料等の現
物給付を併せて実施。

認知症改善塾の実施

○ 認知症の家族を抱える地域住民を対象に、認知症の
症状の改善等のためのノウハウを伝達。（札幌市内の
事例）

【ポイント】
認知症の家族を抱える地域住民を対象

に、認知症の症状の改善等のノウハウを伝
達する塾を開講するとともに、家族に対する
ピアサポートを実施。

地域住民との協働による見守り支援ネットワーク活動

○ 民生委員や地域住民からなる「在宅介護支援連絡員」
を組織化し、高齢者からの様々な相談に応じるととも
に、地域交流サロンの運営等を実施。(石川県内の事例)

【ポイント】
連絡員を通じて、地域の高齢者のきめ細

かなニーズ把握を行い、支援が必要な場合
には、法人の専門サービスにつなぐとともに、
地域のネットワークを強化。

社会福祉法人の責務となっている「地域における公益的な取組」の実践事例

（出典）・全国社会福祉協議会「『地域での計画的な包括的支援体制づくりに関する調査研究事業』報告書」（平成30年度社会福祉推進事業）
・東京都、大阪府の各社会福祉協議会ホームページ等
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○ 平成２８年改正社会福祉法において、社会福祉法人の公益性・非営利性を踏まえ、法人の本旨から導かれる本来の役割を
明確化するため、「地域における公益的な取組」の実施に関する責務規定が創設された。

（参考）社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）（抄）
第２４条 （略）
２ 社会福祉法人は、社会福祉事業及び第二十六条第一項に規定する公益事業を行うに当たっては、日常生活又は社会生
活上の支援を必要とする者に対して、無料又は低額な料金で、福祉サービスを積極的に提供するよう努めなければならない。

① 社会福祉事業又は公益事業を行う
に当たって提供される「福祉サービ
ス」であること

② 「日常生活又は社会生活上の支援
を必要とする者」に対する福祉サー
ビスであること

③ 無料又は低額な料金で提供されること

○ 社会福祉法人の地域社会への貢献
⇒ 各法人が創意工夫をこらした多様な「地域における公益的な取組」を推進

地域において、少子高齢化・人口減少などを踏まえた福祉ニーズに対応するサービスが充実

（在宅の単身高齢者や障
害者への見守りなど）

（生活困窮世帯の子どもに
対する学習支援など）

【社会福祉法人】

（留意点）
社会福祉と関連
のない事業は該
当しない

（留意点）
心身の状況や家庭
環境、経済的な理
由により支援を要す
る者が対象

（留意点）
法人の費用負担により、料金を徴収しない又は費用
を下回る料金を徴収して実施するもの

地域における公益的な取組地域における公益的な取組

社会福祉法人による「地域における公益的な取組」の実施に係る責務について
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社会福祉法人制度改革（平成28年改正社会福祉法）の実施状況
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平平成成2288年年改改正正社社会会福福祉祉法法のの措措置置内内容容 措措置置状状況況・・評評価価

１．経営組織のガ
バナンスの強化

○議決機関としての評議員会を必置
※理事等の選任・解任や役員報酬の決定など重要事項を決議

(注）小規模法人について評議員定数に係る経過措置を設ける。

経過措置対象の4,374法人のうち、定数確保済みの法人数
96.6％
※福祉基盤課調べ（令和元年12月１日時点）
※令和２年３月までに選任完了見込み含む

○役員・理事会・評議員会の権限・責任に係る規定の整備 R3.2 贈収賄容疑による役員逮捕報道有り

○親族等特殊関係者の理事等への選任の制限に係る規定の整備 －

○一定規模以上の法人への会計監査人の導入
収益30億円/負債60億円超の法人全てに設置
※396法人（令和２年４月１日時点現行報告書に基づき福祉基盤課調べ）

２．事業運営の
透明性の向上

○閲覧対象書類の拡大と閲覧請求者の国民一般への拡大 H29より財務諸表等電子開示システムを運用

○財務諸表、現況報告書（役員報酬総額、役員等関係者との取引内容を含む。）、
役員報酬基準の公表に係る規定の整備 等

財務諸表等電子開示システムによる公表法人 99.4％
※20,836法人/20,972法人※令和２年11月30日時点

３．財務規律の
強化

○役員報酬基準の作成と公表、役員等関係者への特別の利益供与を禁止 等 －（把握している罰則適用事例はない）

○純資産から事業継続に必要な財産（※）の額を控除し、福祉サービスに再投下可能
な財産額（「社会福祉充実残額」）を明確化

社会福祉充実財産総額 4,132億円（前年差 414億円減）
※福祉基盤課調べ（令和２年10月１日時点）

○再投下可能な財産額がある社会福祉法人に対して、社会福祉事業又は公益事業の
新規実施・拡充に係る計画の作成を義務づけ

社会福祉充実財産発生法人は全体の9.5％
※2,001法人（令和元年12月時点速報値福祉基盤課調べ）

４．地域における
公益的な取組を
実施する責務

○社会福祉事業又は公益事業を行うに当たり、日常生活又は社会生活上支援を要す
る者に対する無料又は低額の料金で福祉サービスを提供することを責務として規定

地域における公益的な取組の実施に関する現況報告書への
記載割合 53.8％
※出典：財務諸表等電子開示システム（平成31年４月１日時点）

５．行政の関与
の在り方

○都道府県の役割として、市による指導監督の支援を位置づけ H29に指導監査ガイドラインを策定・公表

○経営改善や法令遵守について、柔軟に指導監督する仕組み（勧告等）に関する規定
を整備

勧告件数 26件 公表件数 2件
※出典：福祉行政報告例（令和元年度実績）

○都道府県による財務諸表等の収集・分析・活用、国による全国的なデータベースの
整備

H29より財務諸表等電子開示システムを運用
H29より、所轄庁において財務諸表等電子開示システムの
データを集計・分析できるよう措置

社会福祉法等の一部を改正する法律

１．社会福祉法人制度の改革

２．福祉人材の確保の促進

【施行期日】平成29年４月１日（1の(2)と(3)の一部,(4),(5)の一部,2の(1),(4)は平成28年４月１日、２の(3)は公布の日（平成28年３月31日）

（１）経営組織のガバナンスの強化
○ 議決機関としての評議員会を必置（小規模法人について評議員定数の経過措置）、一定規模以上の法人への会計監査人の導入等

（２）事業運営の透明性の向上
○ 財務諸表・現況報告書・役員報酬基準等の公表に係る規定の整備 等

（３）財務規律の強化(適正かつ公正な支出管理・いわゆる内部留保の明確化・社会福祉充実残額の社会福祉事業等への計画的な再投資）
○ 役員報酬基準の作成と公表、役員等関係者への特別の利益供与の禁止 等
○ 「社会福祉充実残額（再投下財産額）」（純資産の額から事業の継続に必要な財産額（※）を控除等した額）の明確化

※①事業に活用する土地、建物等 ②建物の建替、修繕に要する資金 ③必要な運転資金 ④基本金及び国庫補助等特別積立金
○ 「社会福祉充実残額」を保有する法人に対して、社会福祉事業又は公益事業の新規実施・拡充に係る計画の作成を義務付け 等

（４）地域における公益的な取組を実施する責務 ○ 社会福祉事業及び公益事業を行うに当たって、無料又は低額な料金で福祉サー
ビスを提供することを責務として規定
（５）行政の関与の在り方

○ 所轄庁による指導監督の機能強化、国・都道府県・市の連携 等

福祉サービスの供給体制の整備及び充実を図るため、
・社会福祉法人制度について経営組織のガバナンスの強化、事業運営の透明性の向上等の改革を進めるとともに、
・介護人材の確保を推進するための措置、社会福祉施設職員等退職手当共済制度の見直しの措置を講ずる。

（１）介護人材確保に向けた取組の拡大
○ 福祉人材の確保等に関する基本的な指針の対象者の範囲を拡大（社会福祉事業と密接に関連する介護サービス従事者を追加）

（２）福祉人材センターの機能強化
○ 離職した介護福祉士の届出制度の創設、就業の促進、ハローワークとの連携強化 等

（３）介護福祉士の国家資格取得方法の見直しによる資質の向上等
○ 平成29年度から養成施設卒業者に受験資格を付与し、5年間をかけて国家試験の義務付けを漸進的に導入 等

（４）社会福祉施設職員等退職手当共済制度の見直し
○ 退職手当金の支給乗率を長期加入者に配慮したものに見直し
○ 被共済職員が退職し、再び被共済職員となった場合に共済加入期間の合算が認められる期間を２年以内から３年以内に延長
○ 障害者支援施設等に係る公費助成を介護保険施設等と同様の取扱いに見直し

衆議院可決：平成27年７月31日
参議院可決：平成28年３月23日
衆議院再可決・成立・公布

：平成28年３月31日
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重層的支援体制整備事業における社会福祉法人に期待される役割について

市町村から委託を受けていない場合･･･重層的支援体制事業の各事業と下記のような積極的な連携を図る役割

世代や属性を超えた相談を受け止め、
必要な機関につなぐ

包括的相談支援事業

継続的な伴走による支援

アウトリーチ等を通じた継続的支援事業

つながりや参加の支援。狭間のニー
ズにも対応する参加支援を強化

参加支援事業
地域づくりをコーディネート

地域づくり事業

中核の機能を担い、相談支援関係者へ
連携・つなぎ

多機関協働事業新

新

新

☆地域における公益的な取組の促進
〇 「地域における公益的な取組」は、市町村における包括的な支援体制の構築という観点からも重要な取組。特に参加支援事業や地域づく
り事業において大きな役割を果たすことが可能。

→ 新たな「地域における公益的な取組」の創出に努めるとともに、これらの取組と重層的支援体制整備事業との間で積極的に連携を図る。
24

◎ 重層的支援会議・支援会議への積極的な参加。複
雑化・複合化した個別の支援ニーズ等を把握した場
合、包括的相談支援事業者や多機関協働事業者に
つなぐ。

例） 包括的相談支援事業者が開催するネットワーク
会議に参加し、社会福祉法人の事業を行う中で把
握した利用者の課題の共有を行う。

◎ 法人の既存の支援プログラムでは対応が難し
い複雑化・複合化した課題を有する方について、
参加支援事業者に相談。社会資源の共有や支
援ニューの構築に協力。

例） 孤立している子育て世帯の支援のためのつ
ながりを作る場を設けるべく、保育園（社会福祉
法人）の空きスペースを提供。相談会等の支援
メニューについて参加支援事業者と打合せ

◎ 支援が必要と思われる方を発見した場
合、アウトリーチ支援事業者と連携。

例） 市内の引きこもり支援や居場所活動を
行う社会福祉法人が把握している課題
の共有や対応への協議を行うとともに、
訪問時に互いの活動等を紹介できるチ
ラシを共同作成して発行する。

◎ 法人が多様な場や居場所の整備等の取組を
実施する際は、既存の取組等との連携に配慮。
地域づくり事業において配置される地域づくり
コーディネーターと積極的に連携。

例） 地域づくり事業者に社会福祉法人がもつ施
設について情報共有した結果、法人が運営す
る地域交流スペースをカフェとして開放し、利用
者の間で自主的、定期的な食事会を開催する。
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特徴

主な項目の比較

参加可能な法人
形態 参加、脱退の難易 地域 資金

緩
や
か
な
連
携

自主的な連携、
業務連携

○ 合意形成が比較的容易
○ 資金面、人事面も含めた一体
的な連携は稀。

限定なし 参加、脱退は法人の
自主的判断 限定なし

対価性がある費用以
外は法人外流出として
禁止

社会福祉協議会
を通じた連携 限定なし 参加、脱退は法人の

自主的判断
社協の圏域に限
定（都道府県、
市町村）

対価性がある費用以
外は法人外流出として
禁止

社会福祉連携
推進法人

➢ 法人の自主性を確保しつ
つ、法的ルールに則った
一段深い連携、協働化が
可能

➢ 連携法人と社員との資金
融通を限定的に認める

➢ 社会福祉事業を行うこと
は不可

➢ 社会福祉法
人その他社
会福祉事業
を経営する
者

➢ 社会福祉法
人の経営基
盤を強化す
るために必
要な者

➢ 参加、脱退は
原則法人の自
主性を尊重(連
携法人から貸付
を受けた法人に
ついては、社員
総会における全
員一致の決議
を必要とするこ
となどを定款に
定めることが望
ましい)

➢ 限定なし(活
動区域は指
定）

➢ 社員である社
会福祉法人か
ら連携法人へ
の貸付を本部
経費の範囲内
で認める

（法人レベル）
合併
(施設レベル）
事業譲渡

○ 経営面、資金面も一体になるこ
とで、人事制度も含めて一体経営
が可能
○ 経営権、人事制度の変更につな
がるため合意形成に時間を要する。
(合併は年間10件程度）

(合併）
・社会福祉法人
(事業譲渡）
・限定なし

・参加は法人の自主
的判断だが脱退は困
難

限定なし
・同一法人であれば資
金の融通は可能
・事業譲渡の資金の
融通は事例による

連
携
・
結
合
の
度
合

低

高

社会福祉連携推進法人とこれまでの連携方策との比較
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重層的支援体制整備事業における社会福祉連携推進法人に期待される役割について

○ 社会福祉連携推進法人が行う｢地域福祉の推進に係る取組を社員が共同して行うための支援｣においては、

・ 社員が地域の他の機関と協働を図るための調整の業務を行うことが可能だが、こうした取組みを行う場合、多機関協働事業を行う主
体としての可能性や、重層的支援会議・支援会議での活躍が見込まれる。

・ また、地域住民の生活課題を把握するためのニーズ調査の結果を踏まえ、新たな取組の企画立案や支援ノウハウの提供も行うこと
が可能であり、社員が重層的支援体制事業の各事業を受託する際、又は別の受託先と協力する際には、連携法人がその支援を行う
ことが考えられる。

地域課題・その対応方針の共有

地域住民が抱える課題
（ひきこもり、8050問題、

買い物難民等）
（自治体等）

（社員）

社会福祉連携推進法人
地域課題・その対応方針の共有

地域住民が抱える課題
（ひきこもり、8050問題、

買い物難民等）
（自治体等）

（社員）（社員）

社会福祉連携推進法人
➢ 取組に参加する社員
➢ 取組の実施場所
➢ 取組を行うスタッフ
➢ 取組の運営資金
➢ 各社員の役割
等を調整

・ 多機関協働事業者として委託を受ける

・ 重層的支援会議・支援会議へ積極的に参加し、地域のネットワー
クを生かした各法人との調整役を担う

新たな取組の企画立案

取
組
に
関
す
る
助
言

社会福祉法人Ａ
特別養護老人ホーム、

デイサービス

送迎車両、運転手の提供

社会福祉法人Ｂ
障害者就労支援

事業

付添職員の派遣

NPO
法人Ｅ

付添職員
の派遣

社会福祉法人Ｃ
保育所

交流会の場所の提供

NPO
法人Ｄ

物品の
提供

新たな取組の実践

地域における公益的な取組

ニーズ調査の実施
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・ 新たな取組の企画立案や支援ノウハ
ウの提供をとおし、参加支援事業の支援
メニューの構築の支援や社会資源の創
出に携わる

○ 社会福祉連携推進法人が社会福祉連携推進業務として行う「地域福祉の推進に係る取組を社員が共同して行うための支
援」は、
・ 地域住民の生活課題を把握するためのニーズ調査の実施
・ ニーズ調査の結果を踏まえた新たな取組の企画立案、支援ノウハウの提供
・ 取組の実施状況の把握・分析
・ 地域住民に対する取組の周知・広報
・ 社員が地域の他の機関と協働を図るための調整
等の業務が該当する。

※ 社会福祉法人の「地域における公益的な取組」の
実施に係る責務については、社会福祉連携推進法人を介して
こうした取組を行うことにより、その責務を果たしたことになる。

地域課題・その対応方針の共有

地域住民が抱える課題
（ひきこもり、8050問題、

買い物難民等）
（自治体等）

ニーズ調査の実施

新たな取組の企画立案

取
組
に
関
す
る
助
言

社会福祉法人Ａ
特別養護老人ホーム、

デイサービス

送迎車両、運転手の提供

社会福祉法人Ｂ
障害者就労支援

事業

付添職員の派遣

NPO
法人Ｅ

付添職員
の派遣

➢ 例えば月に１回、過疎地の高齢者
と園児との交流を行うとともに、都市
部のショッピングモールに、買い物支
援を行う取組を企画

社会福祉法人Ｃ
保育所

交流会の場所の提供

NPO
法人Ｄ

物品の
提供

社会福祉法人Ａ 社会福祉法人Ｂ

（社員）

社会福祉連携推進法人の社員による新たな取組の実践により、地域福祉の充実に繋がる

新たな取組の実践

地域における公益的な取組

地域福祉支援業務のイメージ

※ 地域の福祉ニーズを踏まえつつ、社会福祉連携推進法人が社員である社会福祉法人等を支援する一環で、制度として確立され、定型化・定着している社会福祉事業を除き、
社会福祉関係の福祉サービスを行う場合については、以下の要件をいずれも満たせば、地域福祉支援業務に該当することとする。
ア 社会福祉連携推進法人と社員の両方が当該福祉サービスを提供していること
イ 社会福祉連携推進法人から社員へのノウハウの移転等を主たる目的とするなど、社会福祉連携推進法人が福祉サービスを実施することが社員への支援にあたること

※ 上記に該当する場合であっても、社員である法人の経営に影響を及ぼすことのないよう、社会福祉連携推進法人が多額の設備投資等を必要とする有料老人ホームや
サービス付き高齢者住宅等の入居系施設を運営することは、地域福祉支援業務には該当しないものとする。

社会福祉連携推進法人
➢ 取組に参加する社員
➢ 取組の実施場所
➢ 取組を行うスタッフ
➢ 取組の運営資金
➢ 各社員の役割
等を調整
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社会福祉連携推進法人について
○ 社会福祉連携推進法人は、①社員の社会福祉に係る業務の連携を推進し、②地域における良質かつ適切な福祉サービスを提供するとともに、
③社会福祉法人の経営基盤の強化に資することを目的として、福祉サービス事業者間の連携方策の新たな選択肢として創設。

○ ２以上の社会福祉法人等の法人が社員として参画し、その創意工夫による多様な取組を通じて、地域福祉の充実、災害対応力の強化、福祉
サービス事業に係る経営の効率化、人材の確保・育成等を推進。

⇒社会福祉連携推進法人の設立により、同じ目的意識を持つ法人が個々の自主性を保ちながら連携し、規模の大きさを活かした法人
運営が可能となる。

所
轄
庁
（
都
道
府
県
知
事
、
市
長
（
区
長
）
、

指
定
都
市
の
長
、
厚
生
労
働
大
臣
の
い
ず
れ
か
）

認
定
・
指
導
監
督
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【法人運営のポイント】
○ 社会福祉連携推進区域(業務の実施地域。実施地域の範囲に制約なし。)を定め、社会福祉連携推進方針(区域内の連携推進のための方針)を決定・公表
○ 社会福祉連携推進業務の実施（以下の６業務の中から全部又は一部を選択して実施）
○ 上記以外の業務の実施は、社会福祉連携推進業務の実施に支障のない範囲で実施可（社会福祉事業や同様の事業は実施不可）
○ 社員からの会費、業務委託費等による業務運営（業務を遂行するための寄附の受付も可）
○ 社員である法人の業務に支障が無い範囲で、職員の兼務や設備の兼用可（業務を遂行するための財産の保有も可）

理事会
（理事６名以上・
監事２名以上）

社員総会
（法人運営に係る重要事項

の議決機関）

社会福祉連携推進
評議会

（3名以上）

法人の業務を執行
事業計画等への意見具申や事業の評価
（社員総会・理事会は意見を尊重）

①地域福祉支援業務 ②災害時支援業務 ③経営支援業務 ④貸付業務 ⑤人材確保等業務 ⑥物資等供給業務
・地域貢献事業の企画・立案
・地域ニーズ調査の実施
・事業実施に向けたノウハウ

提供 等

・応急物資の備蓄・提供
・被災施設利用者の移送
・避難訓練
・BCP策定支援 等

・経営コンサルティング
・財務状況の分析・助言
・事務処理代行 等

※ 介護職種に係る技能実習
の監理団体は、経営支援
業務として行う

・社会福祉法人である社員に対す
る資金の貸付け

※ 貸付け毎に所轄庁の認可が必要
※ 貸付け原資の提供は、原資提供

社員(社会福祉法人)の直近３カ
年度の本部拠点の事業活動計算
書における当期活動増減差額の
平均額が上限

※ 貸付け原資は、社会福祉充実財
産の控除対象財産とはならない

・採用・募集の共同実施
・人事交流の調整
・研修の共同実施
・現場実習等の調整 等

・紙おむつやマスク等の物
資の一括調達

・給食の供給 等

※ 原則１社員１議決権※ 代表理事１名を選出

※ 不当に差別的な取扱いをしないなど、一定の要件を満たす場合であって、
社員間の合意に基づき、定款に定める場合は、異なる取扱いも可能

※ 理事及び監事の要件は、
社会福祉法人と同水準

社会福祉連携推進法人（一般社団法人を認定）

大学等福祉・介護人材養成施設への募集活動や合同説明会の開催
合同の職員研修の実施、社員間の人事交流の調整

特別養護老人ホームＢ 特別養護老人ホームＣ特別養護老人ホームＡ

（社員）

社会福祉連携推進法人

⇒学生等への訴求力の向上、福祉・介護人材
の資質向上、採用・研修コストの縮減が期待

社会福祉連携推進法人のイメージ（介護施設における人材確保に活用する場合）

※ 各法人は、複数の
社会福祉連携推進法人
に参画することが可能

会費等を支払い、社員として参画、社員総会において議決権を行使 社会福祉連携推進業務等を通じた便益を享受

【社員として参画できる法人の範囲】

社会福祉法人

※ ２以上の法人が参画し、参画する社員の過半数は社会福祉法人であることが必要

社会福祉事業
を経営する法人

社会福祉事業等に従事
する者の養成機関を
経営する法人

社会福祉を目的
とする公益事業を
経営する法人

※赤字が検討会で決まった事項

※ 社会福祉連携推進区域の福祉の状況の
声を反映できる者を必ず入れる
業務に応じて、福祉サービス利用者団体、
経営者団体、学識有識者等から構成

※ 議決権の過半数は、社会福祉法人である社員が持つ

令和３年５月14日とりまとめ

35

（出所） 総務省「国勢調査（年齢不詳をあん分した人口）」及び「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）：出生中位・死亡中位推計」

1990年(実績) 2025年 2040年

75歳～
599( 5%)

65～74歳
894( 7%)

総人口
1億2,361万人

総人口
1億2,254万人

65～74歳
1,681(15%)

20～64歳
5,543(50%)

～19歳
1,629(15%)

総人口
1億1,092万人人人人人人人人

65 74歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳
1111111,,66666666688888881111111(((((((((((((11111111111155555555%%%%%%%%%%%%%%%%%%%)))))))))))))

７５

６５

歳

75歳～
2,239(20%)

20～64歳
7,610(62%)

～19歳
3,258(26%)

２０

万人
５０ １００ １５０ ２０００ ２５０

～19歳
1,943(16%)

75歳～
2,180(18%)

65～74歳
1,497(12%)

20～64歳
6,635(54%)

○団塊の世代が全て７５歳となる2025年には、75歳以上が全人口の18％となる。
○2040年には、人口は1億1,092万人に減少するが、一方で、65歳以上は全人口の約35％となる。

2019年(実績)

65～74歳
1,739(14%)

75歳～
1,849(15%)

総人口
1億2,617万人

～19歳
2,103(17%)

20～64歳
6,925(55%)

66666666555555555～～～～～～～～～～～～77777777444444444444歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳
11111111,,7777777777777777777733333333333333999999999999999(((((((((((((1111111144444444444444444444%%%%%%%%%%%%%%%%%%%)))))))))))))

200 6644歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳
666666666666666,,,,9999999922222222255555555((((((((((((((((((((((5555555555555555%%%%%%%%%%%%%%%%%%%)))))))))))))

2222222220000000000～～～～～～～～～～～～666666666444444444歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳

222,118880000(((1188888%%%%%%%%%%))))))

66666666666655555555555555555555～～～～～～～77777777777444444444444444歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳
111 444999977((((((11222%%%%))))

団塊世代
（1947～49年
生まれ）

団塊ジュニア世代
（1971～74年
生まれ）

日本の人口ピラミッドの変化

万人
５０ １００ １５０ ２０００ ２５０

万人
５０ １００ １５０ ２０００ ２５０

万人
５０ １００ １５０ ２０００ ２５０
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2019年 2030年 2065年

14歳以下 15～64歳 65歳以上 高齢化率

総
人
口
と
65
歳
以
上
人
口
割
合

１
年
間
の
出
生
数
（率
）

（万人） （％）

増加
＋127万人

1億億2,617万万人人
1億億1,913万万人人

8,808万万人人
減少

▲335万人

減少
▲632万人

より急速に
減少

▲2,346万人

86.5万万人人
（（1.36））

79.8万万人人
（（1.43））

53.6万万人人
（（1.44））

（出所） 総務省「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口）
厚生労働省「人口動態統計」

今後の人口構造の急速な変化
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※地域共生社会：子供・高齢者・障害者など全ての人々が地域、暮らし、生きがいを共に創り、高め合うことができる社会（ニッポン一億総活躍プラン（平成28年６月２日閣議決定））

地域共生社会の実現を図るため、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な福祉サービス提供体制を整備する観点から、市町村
の包括的な支援体制の構築の支援、地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進、医療・介護のデータ基盤の整備の推進、
介護人材確保及び業務効率化の取組の強化、社会福祉連携推進法人制度の創設等の所要の措置を講ずる。

改正の趣旨

令和３年４月１日(ただし、３②及び５は公布の日から２年を超えない範囲の政令で定める日、３③及び４③は公布日)

施行期日

改正の概要

１１．．地地域域住住民民のの複複雑雑化化・・複複合合化化ししたた支支援援ニニーーズズにに対対応応すするる市市町町村村のの包包括括的的なな支支援援体体制制のの構構築築のの支支援援 【社会福祉法、介護保険法】
市町村において、既存の相談支援等の取組を活かしつつ、地域住民の抱える課題の解決のための包括的な支援体制の整備を行う、新たな事業

及びその財政支援等の規定を創設するとともに、関係法律の規定の整備を行う。

２２．．地地域域のの特特性性にに応応じじたた認認知知症症施施策策やや介介護護ササーービビスス提提供供体体制制のの整整備備等等のの推推進進 【介護保険法、老人福祉法】
① 認知症施策の地域社会における総合的な推進に向けた国及び地方公共団体の努力義務を規定する。
② 市町村の地域支援事業における関連データの活用の努力義務を規定する。
③ 介護保険事業（支援）計画の作成にあたり、当該市町村の人口構造の変化の見通しの勘案、高齢者向け住まい（有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住
宅）の設置状況の記載事項への追加、有料老人ホームの設置状況に係る都道府県・市町村間の情報連携の強化を行う。

３３．．医医療療・・介介護護ののデデーータタ基基盤盤のの整整備備のの推推進進 【介護保険法、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律】
① 介護保険レセプト等情報・要介護認定情報に加え、厚生労働大臣は、高齢者の状態や提供される介護サービスの内容の情報、地域支援事業の
情報の提供を求めることができると規定する。
② 医療保険レセプト情報等のデータベース（NDB）や介護保険レセプト情報等のデータベース（介護DB）等の医療・介護情報の連結精度向上のため、社会保険診
療報酬支払基金等が被保険者番号の履歴を活用し、正確な連結に必要な情報を安全性を担保しつつ提供することができることとする。
③ 社会保険診療報酬支払基金の医療機関等情報化補助業務に、当分の間、医療機関等が行うオンライン資格確認の実施に必要な物品の調達・提
供の業務を追加する。

４４．．介介護護人人材材確確保保及及びび業業務務効効率率化化のの取取組組のの強強化化 【介護保険法、老人福祉法、社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律】
① 介護保険事業（支援）計画の記載事項として、介護人材確保及び業務効率化の取組を追加する。
② 有料老人ホームの設置等に係る届出事項の簡素化を図るための見直しを行う。
③ 介護福祉士養成施設卒業者への国家試験義務付けに係る現行５年間の経過措置を、さらに５年間延長する。

５５．．社社会会福福祉祉連連携携推推進進法法人人制制度度のの創創設設 【社会福祉法】
社会福祉事業に取り組む社会福祉法人やNPO法人等を社員として、相互の業務連携を推進する社会福祉連携推進法人制度を創設する。

地地域域共共生生社社会会のの実実現現ののたためめのの社社会会福福祉祉法法等等のの一一部部をを改改正正すするる法法律律（（令令和和２２年年法法律律第第5522号号））のの概概要要
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衆議院可決 ：令和２年５月26日
参議院可決・成立：令和２年６月５日
公布 ：令和２年６月12日
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社会福祉連携推進業務
①地域福祉支援業務
▪ 地域共生社会の実現に資する業務の実施に向けた種別を超えた連携支援
②災害時支援業務
▪ 応急物資の備蓄・提供、被災施設利用者の移送、BCP策定支援等
③経営支援業務
▪ 社会福祉事業の経営に関するコンサルティング、財務状況の分析・助言、事務処理代行等
*租税に関する申告や書類の作成等は、税理士法に基づき実施できない。社会保険労務士法別表第１に規定された労働基準法や職業
安定法等に基づく書類の作成や手続き等は実施できない。

④貸付業務
▪ 社員である社会福祉法人への資金の貸付
⑤人材確保等業務
▪ 採用・募集の共同実施、人事交流の調整、研修の共同実施等
⑥ 物資等供給業務
・設備、物資の共同購入、給食の供給等

３．社会福祉連携推進法人の具体的中身
社会福祉事業に取組む社会福祉法人やNPO法人等を社員として、相互の業務連携を推進する法人

［［理理事事会会］］
理理事事６６名名・・監監事事２２名名以以上上
代代表表理理事事１１名名をを選選出出

［［社社員員総総会会］］
（（連連携携法法人人にに関関すするる重重要要事事項項のの議議決決
機機関関））
原原則則１１社社員員１１議議決決権権
議議決決権権のの過過半半数数はは社社福福のの社社員員がが持持つつ

連携推進法人の
業務を執行

［［社社会会福福祉祉連連携携推推進進評評議議会会］］
少なくとも３人以上

意見具申

（社員総会、理事
会は意見を尊重）

２．社会福祉連携推進法人設立の目的
社会福祉法人間の連携方法
「社会福祉協議会や法人間の緩やかな連携」
「合併、事業譲渡」
に加え、新たな選択肢の一つ

▪ 2013年「社会保障制度改革国民会議報告書」

はじめて非営利型ホールディングカンパニーが提案される

▪ 2014年「日本再興戦略改訂2014」

医療法人や社会福祉法人を対象とした非営利型ホールディングカンパニー型法人制度創設が閣議決定

・ 2015年 「医療法の一部を改正する法律」 地域医療連携推進法人

・ 2017年 厚生労働省 社会法人制度改革施行

▪ 2019年 未来投資会議「経済政策の方向性に関する中間整理」

経営の安定化に向けて、医療法人・社会福祉法人それぞれの経営統合、運営の共同化の方策や、医療法人と社会福祉法人の連携方策を検討

▪ ２０１９年 厚生労働省「社会福祉法人の事業展開等に関する検討会」

▪ ２０１９年 戦略フォローアップ（閣議決定）

大規模化や協働化に円滑に取り組めるよう、合併等の（中略）好事例の収集やガイドラインの策定等を行う。

▪ ２０２０年 厚生労働省「社会福祉法人の事業拡大等に関する事業研究報告書」

▪ ２０２０年 厚生労働省「社会福祉法人の事業展開等に係るガイドラインについて」

▪ ２０２０年 地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律（令和２年法律第5522号） 交付

▪ ２０２０年 厚生労働省「社会福祉連携推進法人の運営の在り方等に関する検討会」

１．社会福祉連携推進法人に関する政策動向Ⅰ 社会福祉連携推進法人とは

はじめに
自己紹介
▪ 慶應ビジネススクール修了後、金融系シンクタンクに２０年間勤務し、２０１６年から早
稲田大学

早稲田大学以外の公的活動
厚生労働省 社会保障審議会 医療部会 委員
厚生労働省 社会保障審議会 福祉部会 委員
神奈川県公益認定等審議会 委員
新宿区高齢者保健福祉推進協議会 会長 など 他多数社会福祉法人の経営のあり方

早稲田大学 准教授 松原 由美 博士（福祉経営 日本福祉大学）



96

【参考】ハーズバーグの二要因論
極極端端なな「「不不満満足足」」をを招招いいたた要要因因
（（衛衛生生要要因因））

極極端端なな「「満満足足」」をを招招いいたた要要因因

（（動動機機付付けけ要要因因））

会社の方針と管理
監督
監督者との関係
労働条件
給与
同僚との関係
個人生活
部下との関係
身分
保障

達成
承認
仕事そのもの
責任
昇進
成長

（出典）フレデリック・ハーズバーグ「モチベーションとは何か」『新版動機づける
力 モチベーションの理論と実践』ダイヤモンド社、2009年 17頁を参考に作成

教育訓練・能力開発制度の向上が急務

▪ 2019年度「介護労働実態調査」によれば、「教育訓練・能力開発のあり
方」の満足度が全項目中最も低い

▪ 頭脳労働は高いモチベーションを生じやすくする

BCP（事業継続計画）の策定が当然の時代へ

▪ 自然災害、大火災、テロ攻撃などの緊急事態に遭遇した場合において、事
業資産の損害を最小限にとどめつつ、中核となる事業の継続あるいは早期
復旧を可能とするために、平常時に行うべき活動や緊急時における事業継
続のための方法、手段などを取り決めておく計画

過去10年を振り返っただけでも・・・

▪ 東日本大震災（2011年）
▪ 熊本地震（2016年）
▪ 九州北部の集中豪雨（2019年）
▪ 房総半島台風（2019年）
▪ 新型コロナウィルス（2020年）

社会福祉連携推進法人のメリット
大規模法人のメリットを法人の自治を保ちながら享受できること
例１ 人材の採用、教育の連携

最新の教育体制や相談体制の構築
就職活動する者からみた魅力
技能実習の管理団体になれる

例２ 共同購入
例３ 理念を共有した法人間の相互支援や連携

特に災害時
例４ NPOなど他の非営利組織や営利組織との協働
例５ マーケティングを効果的に実施しやすい

地域医療連携推進法人との違いからみた社会福祉
連携推進法人の特色
①営利組織が社員になれる
▪ 連携法人の社員は、社会福祉事業を実施している事業者、社会福祉従事者の養成施設、連携業務に関する業務を行
う者とされ、営利、非営利を問わない。医療事業では営利組織参入が禁止されているため、地域医療連携推進法人に
参加できるのは非営利組織のみである。これに対し福祉事業では一部事業を除き営利組織も提供できることから、連携
法人へ営利組織も社員として参加することができる。ただ社会福祉法人の経営基盤を強化するための連携・協働化の選
択肢を増やす主旨で設立された背景から、社員の過半数が社会福祉法人であることは必須

②連携法人の活動区域が法人の自主性に任されており、全国を対象として
も良い
▪ 地域医療連携推進法人は、地域医療構想という地域の医療提供体制を確保・構築するための選択肢と
して制定された主旨から、あくまで地域の医療構想区域に限定

③地域医療連携推進法人のように出資して子会社を持つことができない

業務運営にかかる費用はどう賄うのか
１）社員からの以下の拠出から賄う
①入会金
②会費
社福は社会福祉連携推進業務等を通じ便宜を受けることから対価性

があるとして法人
外流出には当たらない
③業務委託費

２）寄付

▪ 社会福祉連携推進法人は、法第１３２条第４項の規定により、社会福祉事業
を行うことはできない

▪ ただし、対象者を社員の従業員の家族に限定しているサービスは、社会福祉事業で
はなく、社員による従業員への福利厚生の一環として整理できるため、人材確保等
業務として実施可能。 例：保育

▪ 社会福祉連携推進法人は、社会福祉推進連携業務以外の業務について、社会
福祉連携推進業務への支障を及ぼす恐れがない範囲で実施可能
(事業規模が社会福祉連携推進法人の事業規模の過半に満たないもの）
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Ⅱ 社会福祉法人をとりまく環境と経営のあり方
▪人口激減、財政苦、度重なる災害続きの状況で、
生産性の向上を含めた経営効率、質の向上、地
域福祉の向上を進めざるを得ない中、社会福祉
連携推進法人は検討の余地あり

▪社会福祉連携推進法人の立ち上げへの支援策
の活用 補助やICT等

社会福祉連携推進法人の留意点

連携法人が規模の拡大や利益を目的化したり、
法人にとって都合の良い利用者を選択するなどが生じれば、
社会福祉法人としての存在意義を失う惧れがある

貸付自体はメリットになるのか？

社会福祉連携推進法人の貸付フロー
①貸付当事者全員による検討

②社会福祉連携推進法人、貸付原資提供社員、貸付対象社員の理事会、評議員会での意思決定

③社会福祉連携推進方針の所轄庁への認定申請

④所轄庁による認定

⑤社会福祉連携推進法人と貸付原資提供社員との間の貸付契約の締結

⑥社会福祉連携推進法人と貸付対象社員との間の貸付契約の締結

⑦社会福祉連携推進法人から貸付対象社員への貸付

⑧貸付対象社員から社会福祉連携推進法人への報告

⑨貸付対象社員から社会福祉連携推進法人への返済、社会福祉連携推進法人から貸付原資提供社員への返済

⑩社会福祉連携推進方針変更の所轄庁への認定申請

社会福祉連携推進法人が行う貸付業務等の内容と要件
▪ 貸付原資を提供する社員について

貸金業法に触れる→営利企業は実質的に不可

＊営利企業は社会福祉連携法人に寄付できるが寄付を原資に貸付はできない

▪ 貸付原資の上限

直近３過年度の本部拠点の事業活動計算書における投機活動増減差額の平均

▪ 貸付期間

３年を限度

・ 貸付金利

無利子または適正な利率

▪ 所轄庁の認定、評議員会での意見聴取、理事会・社員総会の承認といった手続きの厳
格化

貸付業務
社会福祉連携
推進法人

貸付対象

社員

貸付原資提供
社員

金銭消費貸借契約 金銭消費貸借契約

社会福祉連携推進法人でなければできないことは何か？

・ 貸付
・ 技能実習の管理団体になれること
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出出所所：：文文部部科科学学省省 平平成成24年年度度要要保保護護及及びび準準要要保保護護児児童童生生徒徒数数ににつついいてて

就就学学援援助助費費のの受受給給率率のの推推移移
ユニセフ（2012）Measuring child poverty : new league tables of child poverty 

先進20か国の子どもの貧困率

少子高齢社会で膨大な待機児童
保育士不足

わわがが国国のの子子どどもものの６６人人にに１１人人がが
相相対対的的貧貧困困にに該該当当

相相対対的的貧貧困困：：等等価価可可処処分分所所得得（（再再分分配配後後のの世世帯帯可可処処分分所所得得をを世世帯帯人人数数でで

調調整整ししたた所所得得））のの中中央央値値のの5500％％以以下下でで暮暮ららすすこことと

OECD各各国国ににおおけけるる保保育育士士・・幼幼稚稚園園教教員員賃賃金金のの小小学学校校教教員員賃賃金金にに対対すするる割割合合
出出所所：：QUALITY MATTERS IN EARLY CHILDHOOD EDUCATION AND CARE:JAPAN  OECD 2012

OECD19カカ国国ににおおけけるる法法令令にによよるる幼幼稚稚園園ののススタタッッフフ１１人人当当たたりり子子どどもも数数（（３３歳歳かからら就就学学
前前））

出出所所：：QUALITY MATTERS IN EARLY CHILDHOOD EDUCATION AND CARE:JAPAN  OECD 2012

（２）日本の福祉の状況

▪ 日本の将来を背負う子供の状況を中心に

いかに地域福祉を守るか

▪ ジェットコースター並みの人口減少
↓

▪需要の減少と担い手の大幅な減少
▪一方で従来の福祉の枠に収まらない福祉ニーズの拡大
▪財源の問題

１．コロナ禍における福祉事業の現状と課題
（１）人口動態

出所：国土交通省より作成
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所得税・住民税の負担水準の国際比較
データ：国税庁HP

消費税（付加価値税）各国比較
データ：国税庁HP

社会保障財源に占める雇用者
負担は大きくない

・日本 6.2％
・イギリス 8.2％
・ドイツ 10.6％
・フランス 13.9％
・スウェーデン 11.4％
・アメリカ 4.6％

国立社会保障・人口問題研究所「社会保障費用統計」、Euro Statistics等 2013年度
アメリカのみ1995年度

（出所）阿部彩　『子どもの貧困Ⅱ－解決策を考える』　岩波新書　2014年
（元データ）Bradshaw,Jonathan（2012）“Child Poverty”Public Symposium 
              ‘Is Japan an Equal Society?’7 Jan. 2012,Keio University

0 10 20 30 40 50

ギリシャ

日本

イタリア
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スイス

ラトビア

ルーマニア

ポーランド

ブルガリア

ポルトガル

エストニア

リトアニア

スロバキア

キプロス

デンマーク

オランダ

ベルギー

スウェーデン

カナダ

マルタ

アイスランド

ルクセンブルク

ドイツ

スロベニア

フランス

ノルウェー

チェコ

オーストリア

ニュージーランド

オーストラリア

フィンランド

イギリス

ハンガリー

アイルランド

（％）

再分配前

再分配後

ユユニニセセフフ推推計計にによよるる再再分分配配前前後後のの貧貧困困率率
（（出出所所））阿阿部部彩彩『『子子供供のの貧貧困困IIーー解解決決策策をを考考ええるる』』岩岩波波新新書書 2014年年

（（元元デデーータタ））Bradshaw,Jonathan(2012)”Child Poverty” Public Symposium ‘Is Japan an Equal Society?’ 7.Jan.2012.Keio University

OOEECCDD各各国国のの就就学学前前教教育育段段階階ででのの子子供供１１人人当当りりのの

公公的的教教育育支支出出額額

(単位：ドル)
国名 国名 国名
コロンビア 1,871 ラトビア 4,269 スロベニア 6,567
トルコ 1,971 チリ 4,285 ドイツ 6,717
メキシコ 2,160 オーストラリア 4,880 スウェーデン 6,915
エストニア 2,573 フィンランド 5,135 アイスランド 6,947
日本 2,849 イタリア 5,216 オランダ 6,983
イスラエル 3,211 スペイン 5,232 アメリカ 7,019
スロバキア 3,906 アイルランド 5,405 イギリス 7,457
韓国 3,929 ベルギー 6,103 ニュージーランド 9,409
チェコ 3,957 フランス 6,199 デンマーク 13,031
ハンガリー 4,127 オーストリア 6,406 ルクセンブルク 22,144
ポーランド 4,146 ノルウェー 6,422

出出所所：：OECD Education at a Glance(2014)怠け者が貧困に陥っているのではなく、
働いても貧しいワーキングプアの実情が伺われる

先進国18か国のシングルマザーの就労率
（OECD2012 Family Database Child Poverty）（出所）厚生労働省（2009）「子どもがいる現役世帯の世帯員の相対的貧困率の公表について」11月13日

一人親世帯の貧困率の国際比較



100

大阪大学 三浦麻子教授らの研究

「自業自得とは全く思わない」と答えた人は、他の４か国は60～70％台だったが、日本は29.25％

病気になった人は困っている人なのに、
自己責任？

自己管理を怠った悪い人と認識するの？

生活習慣病の発症要因

生活習慣要因
遺伝要因
外部環境要因

自己責任だけに帰せられない
写真：小泉進次郎Official Site

小泉進次郎「健康ゴールド免許」推奨
自己責任論の拡大

低所得世帯の乳児発育不全リスク

高所得世帯の１．３倍
北里大学

健健康康格格差差のの拡拡大大

世論
▪小さな政府が望ましい
▪政府に望むのは社会保障の充実と景気対策

矛盾

二極化する日本
▪非非正正規規雇雇用用比比率率４４割割
▪初初職職がが非非正正規規雇雇用用 ババブブルル崩崩壊壊前前８８人人にに１１人人

現現在在４４人人にに１１人人

▪貯貯蓄蓄残残高高３３千千万万円円以以上上 9900年年代代７７％％ 現現在在1133％％

▪貯貯蓄蓄ゼゼロロ世世帯帯 9900年年代代７７％％ 現現在在2222..33％％

▪世世界界ににおおけけるる富富裕裕層層（（不不動動産産除除くく資資産産110000万万ドドルル以以上上保保有有者者））のの人人数数

世世界界：：22000088年年 886600万万人人→→22001155年年 11,,553366万万人人

日日本本：：22000088年年 113377万万人人→→22110055年年 227722万万人人

Capgemini and Merrill Lynch Global Wealth Management” 

World wealth Report”2009,2016

資料：厚生労働白書平成29年度版
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（４）社会福祉法人の財務状況

▪社会福祉法人の利益率・・・2.9％
（出所：WAM 2018年度社会福祉法人の経営概況）

（３）世論

▪ コロナ禍で医療事業と福祉事業の重要性が再認識された
▪ 医療も含め福祉従事者への感謝
▪ 一方で一部に心無い差別が加速

地域住民の意識と行動を変えなければ福祉は継続できない

福祉を充実させるには
▪法人税、消費税、所得税、住民税、保険料等、多様な
財源の確保が肝要

▪地域共生社会を目指した地域づくり

▪福祉への理解促進

先進国の自殺死亡率

18.5

13.8 13.8
12.3

11.5

7.5
6.6

26.6

21.4 21.5

18.4
17.4

11.6
10.510.8

6.7 6.3 6.5
5.7
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0.0
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（2015)

フランス

(2014)

米国

(2015)

ドイツ

(2015)

カナダ

(2013)

英国

(2015)

イタリア

(2015)

総数 男 女

資料 世界保健機関資料（2018年厚生労働省自殺対策推進室作成）

▪無縁死 年間32,000件（NHK）
ひきこもり

・満40歳から満64歳までの人口の1.45％に当たる
61.3万人がひきこもり
・15～39歳のひきこもりも54.1万人
・合計115万人以上が引きこもりの状態（内閣府［2018］）

社会的孤立高齢者の親しい友人の有無

28.1 

32.2 

39.8 

57.5 

3.2 

2.4 

3.2 

1.9 

59.2 

47.6 

41.8 

13.8 

8.9 

17.1 

11.9 

25.9 

0.6 

0.7 

3.4 

1.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

スウェーデン

ドイツ

アメリカ

日本

同性の友達がいる 異性の友達がいる 同性・異性の両方の友達がいる いずれもいない わからない

資料：内閣府「高齢者と意識に関する国際比較調査」（平成27年）
（注）対象は60歳以上の男女（施設入所者は除く）
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（（７７））資資金金にに関関すするる対対応応策策

▪ クラウドファンディングの活用による支援者の獲得

・必要差額を軸にした経営管理

▪ 非営利組織の利益概念の普及

地地域域共共生生社社会会のの構構築築
＝＝福福祉祉をを中中心心ととししたた地地域域文文化化のの創創造造

▪ 福福祉祉をを通通じじたた街街づづくくりりのの楽楽ししささ

▪ 人人手手不不足足、、資資金金不不足足のの問問題題ををどどうう解解決決すするるかか

▪ エエンンパパワワメメンントト

▪心理的安全の醸成と責任の付与

▪心理的安全は学び続ける組織の前提条件

心心理理的的安安全全のの重重要要性性

▪ ２２００００３３年年１１月月１１６６日日 ススペペーーススシシャャトトルル ココロロンンビビアア号号 打打ちち上上げげ成成功功

▪ 翌翌日日、、打打ちち上上げげののビビデデオオををチチェェッッククししたたエエンンジジニニアアののロローーシシャャはは、、断断熱熱材材のの問問題題のの可可
能能性性にに気気づづきき、、偵偵察察衛衛星星かかららのの写写真真をを入入手手すするる必必要要性性をを上上司司にに何何度度ももメメーールル

▪ 上上司司ははそそののメメーールルににつついいててママネネジジャャーーににはは送送ららずず、、同同僚僚にに話話すすだだけけにに終終わわっったた。。「「エエ
ンンジジニニアアははたたびびたたびび、、自自分分よよりりははるるかかにに地地位位のの高高いい人人にに意意見見をを具具申申すするるななどどももっっててのの
ほほかかだだ、、とと言言わわれれてていいままししたた」」

▪ 打打ちち上上げげかからら８８日日目目のの定定例例会会議議ででロローーシシャャははももっっとと偉偉いい人人ががここのの問問題題をを指指摘摘ししててくくれれ
たたららとと願願ううだだけけだだっったた

▪ そそれれかからら８８日日後後、、ココロロンンビビアア号号はは大大気気圏圏にに再再突突入入すするる際際にに炎炎上上、、７７名名のの宇宇宙宙飛飛行行士士全全
員員がが死死亡亡

集集団団圧圧力力
個個人人がが周周りりのの人人のの意意見見にに左左右右さされれてて自自分分

のの意意見見をを変変ええ、、周周囲囲にに同同調調すするる現現象象

アアッッシシュュ研研究究

ＸＸ ＡＡ ＢＢ ＣＣ

（６）組織に関する対応策
▪ いかにワクワクする職場にできるか
▪ いかに知的労働の側面を強めるか

学び続ける組織づくりが肝

▪福祉のマネジメントが問われている
（５）社会福祉法人の組織の状況

介護職員が前職を離職した理由トップ３

▪ 職場の人間関係に問題があったため（２３．３％）
▪ 結婚、出産、妊娠、育児のため（２０．４％）
▪ 法人や施設・事業所の理念や運営のあり方に不満があったため（１７．４％）

出所：令和元年度介護労働実態調査



103

キーワード

共感

社会的課題の解決

コロナ禍での人件費等 ４９百万円

写真：永寿総合病院HP

広島県忠海で訪看設立１００万円

写写真真：：レレデディィーーフフォォーー

大阪府三島救命救急センター
人件費２０００万円

写写真真：：レレデディィーーフフォォーー

病棟庭園の改修費 ３００万円
寄付型・購入型のメリット

▪デューデリジェンス（適格審査）はほとんどなし
▪誰でも利用可能

投資家からみた
クラウドファンディングの種類

▪寄付型：リワードなし
▪購入型：資金以外のリワードあり
▪株式型：株式を受け取る
▪融資型：元本と利子を受け取る
▪ファンド型：配分を受け取る

株式型、融資型、ファンド型は金融商品取引法の規制対象。融資型とファンド型のプラット
フォーマー（仲介者）は第二種金融商品取引業の免許が必要。株式型のプラットフォーマー
は第一種少額電子募集取扱業の免許が必要。

信頼の醸成の必要性
例：クラウドファンディング

▪ 「クラウド（Crowd)＝人々、大衆」からの
「ファンディング（Funding)＝資金調達」、つまり
金融の専門家ではない、一般の人々から集める資金調達

古くは・・・たとえば勧進
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利益の要件
①収益マイナス費用の差額
②処分自由

配当
将来のコスト

営利組織の利益と非
営利組織の差額は計
算式は同じだが、実質
が異なるのではないか。
それを同一視するから
混乱しているのではな
いか。

80

図１ 非営利組織の利益概念
売上高の内訳

利益 ← 将来の費用＝会計上、費用として否認＝利　益

　現金として 引当金 ← 将来の費用＝会計上、費用として容認＝引当金
　未支出 減価償却費

現金支出した 今期の費用
費用

非営利組織

＊全て現金取引を前提とする

将将来来のの費費用用

毎毎期期費費消消さされれるる費費用用

費費用用

将将来来のの費費用用（（将将来来のの事事業業支支出出にに備備ええ
てて積積立立ててらられれるる費費用用））

引引当当金金（（会会計計上上、、費費用用ととししてて容容認認））

利利 益益（（会会計計上上、、費費用用ととししてて否否認認））

配配当当

利利益益

（（将将来来のの））ココスストト

非営利組織の利益概念の普及

利益の概念
利益＝収益―費用

▪非営利組織である社会福祉法人のファイナンスリテラ
シーが求められる

説明責任
誤解を解く

▪福祉事業の目的は何か
存在意義の発揮の支援

▪福祉事業の特質は何か
広い意味の公的資金で事業費が賄われている
説明責任 透明性

社会福祉法人、医療法人、って非営利組織っていうけど、儲けてるんじゃないの？
なんで私らがボランティアしたり、寄付せなあかんの？

クラウドファンディングの課題点

▪投資家をいかにみつけるか
▪金額的には設備投資ニーズに合わないものの、補完的
活用の可能性
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高高校校生生のの将将来来つつききたたいい職職業業

第第８８位位 福福祉祉のの仕仕事事
『高校生白書Web版 2021年８月調査』

（（８８））地地域域レレベベルルのの対対応応策策

▪ 地域住民へのアカウンタビリティ

▪ 福祉を通じた街づくり＝地域文化の醸成

人が集まる工夫

矛盾するようだが福祉を前面に出さない

楽しさ

ユーモア

▪ 業界団体としての政策提言

信頼の醸成

参参考考

前提
　株主払込金 100
　利益剰余金 1000
　銀行借入 400 工場建設 800
　工場 700

設備投資前の姿 設備投資後の姿

現預金 800 借入金 400 現預金 0 借入金 400
建物 700 建物 1500

資本金 100 資本金 100
利益剰余金 1000 利益剰余金 1000

資産合計 1500 負債純資産合計 1500 資産合計 1500 負債純資産合計 1500

借方 貸方 借方 貸方

Gを賄う差額の例
▪１０００百万円の建設費
▪減価償却期間４０年
▪資金調達内訳 借入６０％（借入金600百万円）

自己資金４０％
▪借入期間２０年
▪借入返済額/年 30百万円
▪減価償却費/年 25百万円

ギャップを賄う利益の概念図必要差額
▪ 議論の余地があるところだが、代表例として再生産コストを賄う差額が挙げられる。
▪ 再生産コストは、本来減価償却費で賄うものだが、現実にはそれだけでは不足する
▪ 再生産コストのうち、減価償却費だけでは賄えない部分が必要差額
ⅰ）借入金返済額と減価償却費とのキャッシュフロー不足（ギャップ）
ⅱ）当初建設費（現行施設の建設費）と比べた次期建設費の増大分 （α）

図１ 差額の取扱い

配当
利益② ・・・営利組織

差額① 将来コスト

将来コスト・・・・・・・・・・・・非営利組織

＊①は差額の捉え方、②は利益の使途

（出所）松原由美［2020］「非営利組織の利益概念に関する一考察 ―福祉事業を中心に―」
『会計理論学年報』No34．118頁

非営利組織会計で利益と
呼称しないのは何故か

松原由美「非営利組織の利益概念」『会計理論学会年報』第34号 2020年
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社会福祉法人会計基準 公益法人会計基準 医療法人会計基準 NPO法人会計基準
差額の呼称 当期活動増減差額 正味財産増減額 当期純利益（損失） 当期正味財産増減額

根拠法 社会福祉法第44条 認定法施行規則第12
条

医療法第51条 特定非営利活動促進法
第27条

財務諸表 事業活動計算書 正味財産増減計算書 損益計算書 活動計算書

（計算書類） 貸借対照表 貸借対照表 貸借対照表 貸借対照表

資金収支計算書 キャッシュフロー計算書

財産目録 財産目録 財産目録
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地域財産としての社会福祉法人の存在意義を発揮する


